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柏崎刈羽原子力発電所 7号炉
実用炉規則第八十四条の二※に係る対応の概要

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。
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1. 概要（全体方針）
柏崎刈羽原子力発電所第7号炉の実用炉規則第八十四条の二に係る対応について概要

を説明する。

要求事項 対応方針
五号 イ

→スライド3P

火山影響等発生時における非常用交流動力
電源設備の機能を維持するための対策に関す
ること。

非常用ディーゼル発電機のA系及びB
系の吸気ラインに改良型フィルタを取り
付け、2台運転を行う。

五号 ロ

→スライド4P

イに掲げるもののほか、火山影響等発生時にお
ける代替電源設備その他の炉心を冷却するた
めに必要な設備の機能を維持するための対策
に関すること。

高圧代替注水系ポンプを使用し、原子
炉圧力容器内へ注水することにより炉
心の冷却を行う。

五号 ハ

→スライド5P

ロに掲げるもののほか、火山影響等発生時に交
流動力電源が喪失した場合における炉心の著
しい損傷を防止するための対策に関すること。

原子炉隔離時冷却系ポンプを使用し、
原子炉圧力容器内へ注水することによ
り炉心の冷却を行う。

六号

→スライド6P

前各号に掲げるもののほか、火山影響等発生
時における発電用原子炉施設の保全のための
活動を行うために必要な体制を整備すること。

緊急時対策所の居住性確保、通信連
絡設備の機能確保のための手順を整
備する。

表1. 実用炉規則第八十四条の二 五号イ、ロ、ハ及び六号の対応について
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2-1.五号イの対応方針について

火山灰による既設フィルタの閉塞を防止するため、降灰開始前までに非常用ディーゼル発電
機の給気ラインに改良型フィルタを設置する。
フィルタ設置から24時間は、降灰によって閉塞しないことをモックアップ試験によって確認済み。

図2-1. フィルタ外形図 及び非常用ディーゼル発電機の給気ライン概略図

重量：12kg
枚数：44枚×2系統

改良型フィルタ
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2-2.五号ロの対応方針について

全交流動力電源喪失かつ原子炉隔離時冷却系喪失となった場合は、高圧代替注水系（
タービン駆動の常設施設）により炉心冷却を実施する。
上記施設は降灰に対して強度を有する建屋内に設置された常設施設であり、中央制御室

内の操作により容易な起動が可能である。当該の対応は、有効性評価（SBO+RCIC喪失
）において炉心冷却を24時間継続できることを確認している。また、必要注水量は復水貯蔵
槽の貯水量によって確保されている。
なお、全交流動力電源喪失時においては、残留熱除去系の機能喪失により格納容器圧力

が上昇するため、約16時間で格納容器ベントを実施する必要がある。

図2-2. 高圧代替注水系使用時の系統図

※1 原子炉隔離時冷却系ポンプ
駆動用のタービンへ

※2 高圧代替注水系ポンプ
駆動用のタービンへ
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2-3.五号ハの対応方針について

図2-3. 原子炉隔離時冷却系使用時の系統図

※1 原子炉隔離時冷却系ポンプ
駆動用のタービンへ

※2 高圧代替注水系ポンプ
駆動用のタービンへ

全交流動力電源喪失となった場合は、原子炉隔離時冷却系（タービン駆動の常設施設）
により炉心冷却を実施する。
上記施設は降灰に対して強度を有する建屋内に設置された常設施設であり、自動起動によ

り容易に注水が可能である。当該の対応は、有効性評価（長期TB）において炉心冷却を
24時間継続できることを確認している。また、必要注水量は復水貯蔵槽の貯水量によって確
保されている。
なお、全交流動力電源喪失時においては、残留熱除去系の機能喪失により格納容器圧力

が上昇するため、約16時間で格納容器ベントを実施する必要がある。
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2-4.六号 の対応方針について

通信連絡設備について、全交流動力電源喪失時においても機能維持が可能な様に、５号
炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電又は乾電池により使用する。
上記可搬型電源設備は、火山灰の影響を受けないように降灰に対して強度を有する建屋（

7号炉タービン建屋海水熱交換器区域）内に移動、給電を行う。なお、 24時間の給電に必
要な燃料は、あらかじめ当該設備に搭載されている。

約28m

約9m

約9.5m

図２-4. ５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備
及び7号炉タービン建屋海水熱交換器区域内での配置イメージ図

7号炉タービン建屋
海水熱交換器区域
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2-5.原子炉の停止基準及び火山灰対応の着手基準について

図2-5. 原子炉の停止基準及び火山灰対応の着手基準判断フロー図

降灰による全交流動力電源喪失のリスクに対して、早期に崩壊熱の除去を開始することでリス
クの低減を図る目的で停止基準を設定している。また、降灰による事象の進展に備え、必要な
対応を早期に着手するための着手基準を設定している。
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2-6.降灰時の対応の流れについて
降灰時の対応の流れについて、下記タイムチャートにて示す。
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３-1.５号 イの対応について 【先行との比較】

関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉
対応方針 ディーゼル発電機の吸気ラインに改

良型フィルタを取り付け、2 台運転。
電動補助給水ポンプにより炉心の冷
却を行う。

非常用ディーゼル発電機の吸気ライン
に改良型フィルタを取り付け、2台運転
を行う。

改良型フィルタ
閉塞時間の推定手法

試験によって系統の許容差圧への到
達時間を測定

試験によって系統の許容差圧への到
達時間を測定

改良型フィルタ
閉塞時間

310分 24時間以上
（24時間時点で許容差圧未満）

保安規定上での運用 交換・清掃を実施 交換・清掃を必要としない

柏崎刈羽原子力発電所7号炉における対策について、先行電力（関西電力 大飯発電所
3,4号炉を例示）との比較を示す。
イの対応方針は、大飯発電所と同様に、改良型フィルタ設置による非常用ディーゼル発電機

の機能維持を実施する。なお、モックアップ試験によって改良型フィルタ及び既設フィルタを交換・
清掃しなくても、24時間以上閉塞せず、非常用ディーゼル発電機を継続運転できることを確認
している。

表3-1. 実用炉規則第八十四条の2 5号 イの対応についての比較
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関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉

３-2.５号 ロの対応について 【先行との比較】

ロの対応方針は大飯発電所と同様に、タービン駆動の常設設備による炉心冷却としている。た
だし、PWRとBWRの設備構成の違いにより、格納容器ベントが必要となる。

全交流動力電源喪失状態であるため、残留
熱除去系の機能喪失によって、格納容器圧
力が上昇し、約16時間で格納容器ベントを
実施する必要となる。
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関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉

３-3.５号 ハの対応について 【先行との比較】
ハの対応方針は、大飯発電所の電源車を用いる対応に対し、柏崎刈羽原子力発電所はター

ビン駆動の常設設備による炉心冷却を用いる。

全交流動力電源喪失状態であるため、残留
熱除去系の機能喪失によって、格納容器圧
力が上昇し、約16時間で格納容器ベントを
実施する必要となる。
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関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉

３-4. 通信連絡設備に対する対策について 【先行との比較】

○火山影響等発生時における通信連絡につ
いて、降下火砕物の影響を受けない有線系
の設備を複数手段確保することにより機能
を維持する。ディーゼル発電機の機能が喪
失した場合においては、3号及び4号炉ター
ビン建屋内に配置した電源車および1号およ
び2号炉燃料取扱建屋内に配置した電源
車（緊急時対策所用）（DB）から給電
する。

○火山影響等発生時における通信連絡につ
いて、降下火砕物の影響を受けない有線系
の設備を複数手段確保することにより機能
を確保する。非常用ディーゼル発電機の機
能が喪失した場合においては、タービン建屋
内に配置した5号炉原子炉建屋内緊急時
対策所用可搬型電源設備から5号炉原子
炉建屋内緊急時対策所内の通信連絡設
備へ給電する。

通信連絡設備に対する対策として、ディーゼル発電機の機能が喪失した場合、柏崎刈羽原
子力発電所では、タービン建屋に移動した５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電
源設備からの給電又は乾電池により通信連絡設備を使用する。その場合、最低限必要となる
発電所内の通信連絡機能を確保するため、乾電池で使用可能な携帯型音声呼出電話を使
用し、また、計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外の必要な場所で共有する場合に
ついては、専用電話及び統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備を使用する。な
お、安全パラメータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送設備によるデータ伝送については、
無停電電源装置（充電器等含む）が給電できる間は連続して使用可能である。
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関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉

３-5. 火山灰対応の着手基準について 【先行との比較】

○噴火発生時において、気象庁が発表する降
灰予報（「速報」及び「詳細」）により発電所
（おおい町）への「多量」の降灰が予想された
場合、気象庁が発表する噴火に関する火山
観測報において地理的領域（発電所敷地か
ら半径160km）内の活火山に20km 以上
の噴煙が観測されたが噴火後10分以内に降
灰予報が発表されない場合又は降下火砕物
による発電所への重大な影響が予想される場
合、対応に着手する。

○気象庁が発表する降灰予報（「速報」又
は「詳細」）により柏崎刈羽発電所を含む
地域（柏崎市、刈羽村）への「多量」の降
灰が予想された場合、気象庁が発表する
噴火に関する火山観測報において、地理
的領域（発電所敷地から半径160km）
内の火山に噴火が確認されたが、噴火後
10 分以内に降灰予報が発表されない場
合又は降下火砕物による発電所への重大
な影響が予想される場合。

火山灰対応の着手基準において、噴火後10分以内に降灰予報が発表されない場合、柏
崎刈羽原子力発電所は噴煙の高さの着手条件を無くし、噴煙高さが不明な場合でも着手を
行うこととする。
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関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉

３-6. 原子炉の停止基準について 【先行との比較】

○火山影響等発生時において、発電所を含む
地域（おおい町）に降灰予報「多量」が発
表された場合。

○降灰予報「多量」が発表されていない場合に
おいても、火山影響等発生時の対応に着手
し、かつ、保安規定第78 条の3 に定める外
部電源５回線のうち、３回線以上が動作不
能となり、動作可能な外部電源が2 回線以
下となった場合（送電線の点検時を含む。）
又は全ての外部電源が他の回線に対し独立
性を有していない場合。

○柏崎刈羽原子力発電所を含む地域（柏
崎市、刈羽村）に降灰予報「多量」が発
表された場合。

○発電所より半径160km以内の火山が
噴火したが、降灰予報が発表されない場
合において、外部電源5回線のうち、3回線
以上が動作不能となり、動作可能な外部
電源が2 回線以下となった場合（送電線
の点検時を含む。）又は全ての外部電源
が他の回線に対し独立性を有していない場
合。

原子炉の停止基準について、柏崎刈羽原子力発電所では噴火後、降灰予報が発表されな
い場合において、噴火した火山との距離を踏まえ外部電源の劣化に応じて停止判断を行う。
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３-7.気中火山灰濃度の推定方法について 【先行との比較】

関西電力 大飯発電所 3、4号炉 柏崎刈羽原子力発電所 7号炉
推定手法 原子力発電所における火山影響評

価ガイド記載の「降灰継続時間を仮
定して降灰量から気中降下火砕物
濃度を推定する手法」

原子力発電所における火山影響評
価ガイド記載の「降灰継続時間を仮
定して降灰量から気中降下火砕物
濃度を推定する手法」

堆積量 10cm 35cm
粒径分布 Tephra2による算出結果 Tephra2による算出結果
気中火山灰
濃度

1.44g/m3 3.3g/m3

気中火山灰濃度の算出方法については、大飯発電所と同様に、原子力発電所における火山
影響評価ガイドにおける、「降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物濃度を推定す
る手法」を用いている。

表3-6. 気中火山灰濃度の推定方法についての比較
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４.参考資料 PWRとBWRにおける対策例
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(c) 高圧代替注水ポンプを用いた炉心冷却 

(2）非常用ディーゼル発電機の機能維持のための手順等 
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a．非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取り付け 

(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 

(c）作業の成立性 
b．非常用ディーゼル発電機による給電 

(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 

c．高圧炉心注水系等を用いた炉心冷却 

(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 
(c）炉心冷却の成立性 

(3）原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための手順等 

(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 

(c）炉心冷却の成立性 

(4）高圧代替注水系を用いた炉心冷却のための手順等 
(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 

(c）炉心冷却の成立性 

(5）必要な資源について 

a．非常用ディーゼル発電機の機能維持 

(a）水源 
(b）電源 

(c）燃料 

b．高圧代替注水系を用いた炉心冷却 

(a）水源 

(b）電源 

c．原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却 
(a）水源 

(b）電源 

(6）火山影響等発生時における原子炉停止措置 

(7）その他体制の整備に係る手順等 

a．緊急時対策所の居住性確保に関する手順等 
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(a）手順着手の判断基準 

(b）作業手順 

(c）作業の成立性 

b．通信連絡設備に関する手順等 
(a) 対応手段と設備の選定の考え方 

(b) 対応手段と設備の選定の結果 

(c) 手順着手の判断基準 

(d) 作業手順 

(e) 作業の成立性 

(f) 必要な資源について 
6 定期的な評価 

 
（図一覧） 

第 1 図 火山影響等発生時の体制の概略 （防災組織図） 

第 2 図 火山影響等発生時の体制の概略 

（保安規定第 12 条（運転員等の確保）に定める要員） 
第 3 図 火山影響等発生時の体制の概略（要員の対応内容） 

第 4 図 火山影響等発生時における対応のタイムチャート 

第 5 図 火山影響等発生時における炉心冷却のための対応フロー 

第 6 図 対策の概略系統図 

第 7 図 対応手順の概要 

第 8 図 改良型フィルタ取り付け 概略図 
第 9 図 改良型フィルタ取り付け タイムチャート 

第 10 図 対策の概略系統図 

第 11 図 対応手順の概要 

第 12 図 対策の概略系統図 

第 13 図 対応手順の概要 

第 14 図 5 号炉緊急時対策所図（原子炉建屋 地上 3 階） 
第 15 図 携帯型音声呼出電話機による発電所内の通信連絡の概要 

第 16 図 火山影響等発生時に使用する通信連絡設備の概要 

第 17 図 通信連絡設備の電源系統の概要 

第 18 図 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電の概要 

第 19 図 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備及び給
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電開始タイムチャート 

 
（別紙一覧） 

別紙 1 降灰環境下における作業時の対応について 
別紙 2 火山影響等発生時の炉心冷却に有効な手段の選定について 

別紙 3 降灰予報等を用いた対応着手の判断について 

別紙 4 作業の成立性について 

別紙 5 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の容量について 
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1 概要 

本章では，実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則の改正（平成 29 年 12

月 14 日原子力規制委員会規則第十六号）にて，第八十四条の二に「火山影響等発

生時における発電用原子炉施設の保全のための活動」が追加されたことから，こ

れに対する当社の対応の概要を以下に示す。 

 
(1) 要求事項及び当社の対応 

実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則の第八十四条の二の五のイ，

ロ，ハにおいて，火山現象による影響が発生するおそれがある場合又は発生し

た場合（以下「火山影響等発生時」という。）における発電用原子炉施設の保全

のための活動は以下のとおり定められており，それに対する当社の対策を示

す。また，第八十四条の二の六に前各号に掲げるもののほか，火山影響等発生

時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために，緊急時対策所

の居住性の確保及び通信連絡設備の確保を行う。 

 
第八十四条の二  当社の対応 

第
五
号 

イ 

火山影響等発生時における非常用交流動

力電源設備の機能を維持するための対策

に関すること。  

非常用ディーゼル発電機の A 系及

び B 系の吸気ラインに改良型フィ

ルタを取り付け，2 台運転を行う。 

ロ 

イに掲げるもののほか，火山影響等発生

時における代替電源設備その他の炉心を

冷却するために必要な設備の機能を維持

するための対策に関すること。 

高圧代替注水系ポンプを使用し，原

子炉圧力容器内へ注水することによ

り炉心の冷却を行う。  

ハ 

ロに掲げるもののほか，火山影響等発生

時に交流動力電源が喪失した場合におけ

る炉心の著しい損傷を防止するための対

策に関すること。  

原子炉隔離時冷却系ポンプにより原

子炉圧力容器内へ注水することによ

り炉心の冷却を行う。  

第六号 

前各号に掲げるもののほか，火山影響等

発生時における発電用原子炉施設の保全

のための活動を行うために必要な体制を

整備すること。  

緊急時対策所の居住性確保，通信連

絡設備の機能確保のための手順を整

備する。 

また，これらに対して要員の配置，教育訓練の実施，資機材の整備を含む計画の策定，

体制及び手順書の整備並びに定期的な評価を行う。 
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(2) 火山影響等発生時の想定 

第八十四条の二の五のイにおいては，火山影響等発生時の想定として，「原子

力発電所の火山影響評価ガイド」に示す手法に従い，当該発電所の降灰量

(35cm)が 24 時間継続すると仮定することにより気中降下火砕物濃度を推定

し，その環境下での対策を検討した。 

第八十四条の二の五のロ，ハ及び第八十四条の二の六においては，気中降下

火砕物濃度によらず，その動作に期待できる対策を検討した。 

 
2 要員の配置 

火山影響等発生時に備え，必要な要員を配置する。また，夜間及び休日（平日

の勤務時間帯以外）に発生した場合に備え，保安規定第 12 条（運転員等の確保）

に定める必要な要員を配置する。 

第 1 図，第 2 図及び第 3 図に火山影響等発生時の体制の概略を示す。 

 
(1）要員の非常召集 

所長は，降灰予報等により発電所（柏崎市及び刈羽村）への多量の降灰が予

想される場合，マニュアルに定める組織の要員を召集して活動する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）においては，マニュアルに定

める組織が構築されるまでの間，保安規定第 12 条に定める重大事故等の対応を

行う要員を活用する。 

 
(2）火山影響等発生時の体制 

火山影響等発生時における対応は，以下の体制にて実施する。 

第 4 図に火山影響等発生時における対応のタイムチャートを示す。 

 
a．非常用ディーゼル発電機の機能維持 

非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための対策については，号炉あ

たり緊急時対策要員 4 名（非常用ディーゼル発電機 A 系及び B 系に対して 2
名１班）にて準備する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）についても同様に実施す

る。 
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b．高圧代替注水系を用いた炉心冷却 

高圧代替注水系を用いた炉心冷却については，中央制御室運転員 2 名にて

実施する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）についても同様に実施す

る。 

 
c．原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却 

原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却については，中央制御室運転員 2 名

にて実施する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）についても同様に実施す

る。 

 
d．緊急時対策所の居住性確保 

緊急時対策所の居住性を確保するための対策については，緊急時対策要員

1 名にて実施する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）についても同様に実施す

る。 

 
e．通信連絡設備の確保 

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システ

ム，IP-電話機及び IP-FAX）等の通信連絡を行うために必要な設備（以下

「通信連絡設備」という。）を確保するための対策については，緊急時対策要

員 6 名にて実施する。 

なお，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）についても同様に実施す

る。 

 
3 教育訓練の実施 

第 2 項の要員に対して，火山影響等発生時の非常用ディーゼル発電機の機能を

維持するための対策及び炉心の著しい損傷を防止するための対策等に関する教育

訓練を定期的に実施する。 

  
(1）非常用ディーゼル発電機の機能維持 

緊急時対策要員に対して，非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための
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対策（改良型フィルタの設置等）に係る教育訓練を 1 年に 1 回以上実施する。 

 
(2）高圧代替注水ポンプを用いた炉心冷却 

運転員に対する高圧代替注水ポンプを用いた炉心冷却に係る教育訓練につい

ては，1 年に 1 回以上実施する。 

 
 (3）原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却 

運転員に対する原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却に係る教育訓練につい

ては，1 年に 1 回以上実施する。 

 
(4）緊急時対策所の居住性確保 

緊急時対策要員に対して，緊急時対策所の居住性確保に係る教育訓練を 1 年

に 1 回以上実施する。 

 
(5）通信連絡設備の確保 

緊急時対策要員に対して，通信連絡設備の確保に係る教育訓練を 1 年に 1 回
以上実施する。 

 
4 資機材の整備 

火山影響等発生時の対応に必要な以下の資機材を配備するとともに，必要時に

使用可能なよう適切に管理する。 

また，必要な保護具については別紙 1 に示す。 

 
(1）非常用ディーゼル発電機の機能維持 

非常用ディーゼル発電機の機能維持に必要な改良型フィルタを必要数配備する。 

 
改良型フィルタ     1 台×2 系列 

フィルタ数     44 枚（1 系列あたり） 

 
(2）その他 

緊急時対策所の居住性確保及び通信連絡設備の確保に必要な資機材を配備する。 
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5 体制及び手順書の整備 

(1) 火山影響等発生時における炉心冷却のための対応手段と設備の選定 

a. 対応手段の選定について 

火山影響等発生時における炉心冷却のための対応フローを第 5 図に示す。また，

火山影響等発生時の炉心冷却に有効な手段の選定を別紙 2 に示す。 

 
火山影響等発生時において，原子炉停止後，外部電源喪失が発生した場合は，

炉心崩壊熱の除去を維持継続する必要があるため，非常用ディーゼル発電機から

の給電により原子炉圧力容器への注水による炉心冷却を行う。この場合，継続し

て非常用ディーゼル発電機の機能を維持する必要がある。 
（実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則 第八十四条の二 第五号 イ） 

 
また，上記の状態において，全ての非常用ディーゼル発電機の機能が喪失した

場合は全交流動力電源喪失となるが，降下火砕物の影響によりガスタービン発電

機からの代替受電が不可能なため，原子炉隔離時冷却系ポンプを用いた原子炉圧

力容器への注水による炉心冷却を行う。 
（実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則 第八十四条の二 第五号 ハ） 

 
さらに，原子炉隔離時冷却系ポンプによる炉心冷却ができない場合は，高圧代

替注水系ポンプを用いた原子炉圧力容器への注水による炉心冷却を行う。 

（実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則 第八十四条の二 第五号 ロ） 

 
なお，非常用ディーゼル発電機が維持されている際の注水手段として，原子炉

隔離時冷却系ポンプ，高圧代替注水系ポンプ，高圧炉心注水系ポンプ，残留熱除

去系ポンプ，復水移送ポンプ等が使用可能であるため，上記注水手段の中から適

切な注水手段を選択，使用する方針とする。 

ただし，実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則の第八十四条の二の第

五号ロ，ハの対応において，原子炉隔離時冷却系ポンプ，並びに高圧代替注水系

ポンプによる炉心冷却の成立性を確認することから，イにおける注水手段につい

ては高圧代替注水系ポンプ，及び原子炉隔離時冷却系ポンプ以外の注水手段とし

て，高圧炉心注水系ポンプでの炉心冷却の成立性を示すこととする。 
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b. 各対応手段に対する必要設備について 

(a) 非常用ディーゼル発電機の機能維持 

非常用ディーゼル発電機の機能維持に必要な設備は，設置許可基準規則の適

合性審査において下記の通りとしている。 
・非常用ディーゼル発電機 

・原子炉補機冷却水ポンプ 

・原子炉補機冷却海水ポンプ 

・原子炉補機冷却水系熱交換器 

・軽油タンク 

・燃料移送ポンプ 
・燃料ディタンク 

また，高圧炉心注水系ポンプの機能維持に必要な設備は下記の通りである。 

・高圧炉心注水系ポンプ 

・復水貯蔵槽 

・サプレッション・チェンバ 

・逃がし安全弁 

 
非常用ディーゼル発電機については，外気取入れ箇所に設置された給気フィル

タが降下火砕物によって閉塞することが想定されるため，対策として火山影響等

発生時には閉塞を防止するための改良型フィルタを取り付けることによって機

能維持が可能である。具体的な対策手順等は「5 (2）非常用ディーゼル発電機の

機能維持のための手順等」に示す。 
軽油タンクにおいては降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性を有してして

おり，降下火砕物の影響を受けることはない。 

原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機冷却海水ポンプ，原子炉補機冷却水系熱

交換器，燃料移送ポンプ，燃料ディタンク，高圧炉心注水系ポンプ，復水貯蔵槽

及びサプレッション・チェンバ，逃がし安全弁については，いずれも降下火砕物

堆積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に設置されており，降下火砕物の影

響を受けることはない。 
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(b) 原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却 

原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却機能維持に必要な設備は，設置許可基準

規則の適合性審査において下記の通りとしている。 

・原子炉隔離時冷却系ポンプ 
・復水貯蔵槽 

・サプレッション・チェンバ 

・直流 125V 蓄電池 A 

・直流 125V 蓄電池 A-2 

・AM 用直流 125V 蓄電池 

・直流 125V 充電器 A 
・直流 125V 充電器 A-2 

・AM 用直流 125V 充電器 

・逃がし安全弁 

また，上記の他，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所における通信連絡設備への

電源として，下記設備が必要となる。 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 
さらに，交流動力電源喪失時においては，残留熱除去系の機能喪失により格納

容器圧力が上昇するため，格納容器ベントを実施するために，下記設備が必要と

なる。 

・格納容器圧力逃がし装置 

 
原子炉隔離時冷却系ポンプ，復水貯蔵槽，サプレッション・チェンバ，直流 125V 

蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2，AM 用直流 125V 蓄電池，逃がし安全弁につい

ては，降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に設置されており，

降下火砕物の影響を受けることはない。 

格納容器圧力逃がし装置においては降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性

を有しており，降下火砕物の影響を受けることはない。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備は，降灰前に降下火砕物堆

積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に移動させることから，降下火砕物の

影響を受けることはない。 

直流 125V 充電器 A，直流 125V 充電器 A-2，AM 用直流 125V 充電器につい

ては，全交流動力電源喪失事象より 24 時間以内はこれら機器の機能維持に関わ

らず原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却機能の維持が可能である。 
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具体的な対策手順等は「5 (3）原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための

手順等」に示す。 

 
(c) 高圧代替注水ポンプを用いた炉心冷却 
高圧代替注水系を用いた炉心冷却機能維持に必要な設備は，設置許可基準規則

の適合性審査において下記の通りとしている。 

・高圧代替注水系ポンプ 

・復水貯蔵槽 

・AM 用直流 125V 蓄電池 

・AM 用直流 125V 充電器 
・逃がし安全弁 

また，上記の他，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所における通信連絡設備への

電源として，下記設備が必要となる。 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 

さらに，交流動力電源喪失時においては，残留熱除去系の機能喪失により格納

容器圧力が上昇するため，格納容器ベントを実施するために，下記設備が必要と

なる。 

・格納容器圧力逃がし装置 

 
高圧代替注水系ポンプ，復水貯蔵槽，AM 用直流 125V 蓄電池，逃がし安全弁

は，降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に設置されており，

降下火砕物の影響を受けることはない。 
格納容器圧力逃がし装置においては降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性

を有しており，降下火砕物の影響を受けることはない。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備は，降灰前に降下火砕物堆

積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に移動させることから，降下火砕物の

影響を受けることはない。 

AM 用直流 125V 充電器については，全交流動力電源喪失事象より 24 時間以

内はこれら機器の機能維持に関わらず高圧代替注水系を用いた炉心冷却機能の

維持が可能である。 

具体的な対策手順等は「5（4）高圧代替注水系ポンプを用いた炉心冷却のため

の手順等」に示す。 
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(2）非常用ディーゼル発電機の機能維持のための手順等 

「(1)b. 各対応手段に対する必要設備について」を踏まえた対策の概略系統図を

第 6 図に，対応手順の概要を第 7 図に示すとともに，対策手順等を以下に示す。 

a．非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取り付け 
火山影響等発生時において非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための

対策として，非常用ディーゼル発電機 A 系及び B 系に対して改良型フィルタを

取り付けるための手順を整備する。 

 
(a）手順着手の判断基準 

気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽発電所を

含む地域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，気象庁が

発表する噴火に関する火山観測報において，地理的領域（発電所敷地から半径

160km）内の火山に噴火が確認されたが，噴火後 10 分以内に降灰予報が発表

されない場合。 

なお，その後降灰予報が発表され，発電所への降灰が「多量」未満もしくは

範囲外となった場合は，体制を解除する。 
降灰予報等を用いた対応着手の判断については別紙 3 に示す。 

 
(b）作業手順 

非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取り付けの概略手順は以下のと

おり。第 8 図に概略図，第 9 図にタイムチャートを示す。 

① 発電所対策本部長は，緊急時対策要員に対して非常用ディーゼル発電機 A
系及び B 系への改良型フィルタ取り付けを指示する。 

② 緊急時対策要員は，改良型フィルタ取り付けエリアまで移動する。 

③ 緊急時対策要員は，改良型フィルタ取り付けエリア付近に収納している作

業に必要な資機材を準備する。 

④ 緊急時対策要員は，改良型フィルタ取り付けエリアにて改良型フィルタを

取り付ける。 

 
(c）作業の成立性 

作業の成立性について，確認結果を別紙 4 に示す。 

降下火砕物が発電所敷地に到達する前に実施するため，降灰による影響はな

い。  
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b．非常用ディーゼル発電機による給電 

火山影響等発生時において，原子炉停止後，外部電源喪失が発生した場合

は，炉心崩壊熱の除去を維持継続する必要があるため，非常用ディーゼル発電

機からの給電により高圧炉心注水系等による炉心冷却を行う。 

 
(a）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生した場合。 

 
(b）作業手順 

非常用ディーゼル発電機は，外部電源喪失により自動起動し所内非常用電源

に給電する。非常用ディーゼル発電機が自動起動しない場合は，通常の運転操

作により手動起動し所内非常用電源に給電する。 

 
c．高圧炉心注水系等を用いた炉心冷却 

火山影響等発生時において，原子炉停止後，外部電源喪失が発生した場合

は，炉心崩壊熱の除去を維持継続する必要があるため，非常用ディーゼル発電

機からの給電により高圧炉心注水系等による炉心冷却を行う。 

なお，以下の作業手順及び炉心冷却の成立性では，代表例として高圧炉心注

水系を用いた炉心冷却について説明する。 

 
(a）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機

による給電を開始した場合。 

 
(b）作業手順 

高圧炉心注水系を用いた炉心冷却に係る作業手順は通常の運転操作による。 

なお，水源は復水貯蔵槽又はサプレッション・チェンバを使用する。 

 
(c）炉心冷却の成立性 

高圧炉心注水系による炉心冷却は，通常の運転操作と同様に非常用ディーゼ

ル発電機からの給電を行うため，本シナリオにおいても炉心冷却に必要な流量

を確保できる。 
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 (3）原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための手順等 

「(1)b．各対応手段に対する必要設備について」を踏まえた対策の概略系統図を

第 10 図に，対応手順の概要を第 11 図に示すとともに，対策手順等を以下に示

す。 

火山影響等発生時において，原子炉停止後，外部電源が喪失し非常用ディーゼ

ル発電機から給電中に全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失した場合に，原

子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却を行う。 

なお，原子炉格納容器内の減圧及び除熱は，格納容器圧力逃がし装置で行う。 

 
(a）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電

機 3 台がともに機能喪失した場合。 

 
(b）作業手順 

原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却，格納容器圧力逃がし装置を用いた

原子炉格納容器内の減圧及び除熱に係る作業手順は，設置（変更）許可添付

書類十追補による。 

なお，原子炉隔離時冷却系の水源は復水貯蔵槽又はサプレッション・チェ

ンバを使用する。 

 
(c）炉心冷却の成立性 

全交流動力電源喪失シナリオにおいては，原子炉水位低（レベル 2）とな

った場合，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉圧力容器への注水を開

始することで，炉心の著しい損傷を防止できることを確認している。 

（添付－1） 

  
(4）高圧代替注水系を用いた炉心冷却のための手順等 

「(1)b. 各対応手段に対する必要設備について」を踏まえた対策の概略系統図を

第 12 図に，対応手順の概要を第 13 図に示すとともに，対策手順等を以下に示

す。 

火山影響等発生時において，原子炉停止後，外部電源が喪失し非常用ディーゼ

ル発電機から給電中に全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失し，原子炉隔離
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時冷却系による炉心冷却ができない場合に，高圧代替注水系を用いた炉心冷却を

行う。 

なお，原子炉格納容器内の減圧及び除熱は，格納容器圧力逃がし装置で行う。 

 
(a）手順着手の判断基準 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機

3 台がともに機能喪失し，原子炉隔離時冷却系による炉心冷却ができない場

合。 

  
(b）作業手順 
 高圧代替注水系を用いた炉心冷却，格納容器圧力逃がし装置を用いた原子炉

格納容器内の減圧及び除熱に係る作業手順は，設置（変更）許可添付書類十追

補による。 

なお，高圧代替注水系の水源は復水貯蔵槽を使用する。 

 
(c）炉心冷却の成立性 

全交流動力電源喪失シナリオにおいて，事象発生から 25 分後に高圧代替注

水系を用いた原子炉圧力容器への注水を開始することで，炉心を十分に冷却す

ることができることを確認している。（添付－2） 

  
(5）必要な資源について 

a．非常用ディーゼル発電機の機能維持 
(a）水源 

復水貯蔵槽の有効水量は 1700m3 であり，高圧炉心注水系等を用いた原子炉

圧力容器への注水は 24 時間継続可能である。 

 
(b）電源 

必要な負荷は非常用ディーゼル発電機(5, 000kW)により給電が可能である。 

 
(c）燃料 

軽油タンクの容量は 1020kL であり，非常用ディーゼル発電機が全出力で運

転した場合でも 168 時間の給電継続が可能である。 
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b．高圧代替注水系を用いた炉心冷却 

(a）水源 

復水貯蔵槽の有効水量は 1700m3 であり，高圧代替注水系を用いた原子炉圧

力容器への注水は 24 時間継続可能である。 

 
(b）電源 

高圧代替注水系の起動及び運転員等による監視計器（原子炉圧力・水位等）

への給電に必要な蓄電池は，全交流動力電源喪失から AM 用直流 125V 蓄電池

による給電により 24 時間にわたって電力を供給できる容量を有する設計とし

ている。 

 
c．原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却 

(a）水源 

復水貯蔵槽の有効水量は 1700m3 であり，原子炉隔離時冷却系を用いた原子

炉圧力容器への注水は 24 時間継続可能である。 

 
(b）電源 

原子炉隔離時冷却系の起動及び運転員等による監視計器（原子炉圧力・水位

等）への給電に必要な蓄電池は，全交流動力電源喪失から 8 時間経過するまで

に，直流 125V 蓄電池 A から直流 125V 蓄電池 A－2 による給電に切り替えを

実施する。全交流動力電源喪失から 19 時間経過するまでに，直流 125V 蓄電池

A－2 から AM 用直流 125V 蓄電池による給電に切り替えることで，24 時間に

わたって電力を供給できる容量を有する設計としている。 

 
(6）火山影響等発生時における原子炉停止措置 

火山影響等発生時において，発電所を含む地域（柏崎市，刈羽村）に降灰予報

「多量」が発表された場合，原子炉停止措置を講じる。具体的な原子炉停止の判

断基準を以下に示す。 

以下 2 項目のうち，いずれかに該当した場合は原子炉停止措置を講じる。 

○柏崎刈羽原子力発電所を含む地域（柏崎市，刈羽村）に降灰予報「多量」が

発表された場合。 

○発電所より半径 160km 以内の火山が噴火したが，降灰予報が発表されない場

合において，外部電源 5 回線のうち，3 回線以上が動作不能となり，動作可
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能な外部電源が 2 回線以下となった場合（送電線の点検時を含む。）又は全

ての外部電源が他の回線に対し独立性を有していない場合 

 
(7）その他体制の整備に係る手順等 

a．緊急時対策所の居住性確保に関する手順等 

火山影響等発生時において，必要な数の要員を収容する等の発電所緊急時対

策本部としての機能を維持するため，緊急時対策所の居住性を確保する。 

緊急時対策所は，5 号炉原子炉建屋内に配置していること，可搬型陽圧化空調

機及び活性炭フィルタも 5 号炉原子炉建屋内に配置し，建屋内の空気を給気す

ることができることから，降灰時においてフィルタが閉塞する懸念はない。 
なお，緊急時対策所の居住性は，緊急時対策所扉を開放することにより居住性

を確保する。概要を第 14 図に示す。 

 
(a）手順着手の判断基準 

気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽発電所

を含む地域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，気象

庁が発表する噴火に関する火山観測報において，地理的領域（発電所敷地か

ら半径 160km）内の火山に噴火が確認されたが，噴火後 10 分以内に降灰予

報が発表されない場合又は降下火砕物による発電所への重大な影響が予想さ

れる場合。 

 
(b）作業手順 

緊急時対策所の居住性確保のための概略手順は以下のとおり。 

① 本部長は，緊急時対策要員へ緊急時対策所扉の開放を指示する。 

② 緊急時対策要員は，緊急時対策所の扉を開放する。 

 
(c）作業の成立性 

(b）項の対応は，緊急時対策要員 1 名により降灰開始前に実施することが

可能である。緊急時対策要員は，緊急時対策所に設置されている酸素濃度計

及び二酸化炭素濃度計を監視し，酸素濃度 18%以上及び二酸化炭素濃度

0.5%以下を維持できていることを確認する。 

いずれも屋内作業であるため降灰による影響はない。 
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b．通信連絡設備に関する手順等 

(a)対応手段と設備の選定の考え方 

火山影響等発生時における通信連絡については，新規制基準対応として整

備した設計基準対象施設（重大事故等対処設備との兼用を含む。）及び重大事

故等対処設備の通信連絡設備のうち，降下火砕物の影響を受けない有線系の

設備を複数手段確保することにより機能を確保する。なお，発電所外への通

信連絡設備については，輻輳等による制限を受けない専用通信回線に接続し

ている。 

火山影響等発生時に使用する通信連絡設備は，外部電源が期待できない場

合でも非常用ディーゼル発電機又は無停電電源装置（充電器等を含む。）から

の給電により電力保安通信用電話設備，携帯型音声呼出電話機，5 号炉屋外

緊急連絡用インターフォン，テレビ会議システム，専用電話設備，統合原子

力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機

及び IP-FAX），安全パラメータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送設備

が使用可能である。 

また，非常用ディーゼル発電機の機能が喪失した場合においても，タービ

ン建屋に移動した 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備からの

給電又は乾電池により 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン，テレビ会議シ

ステム，専用電話設備及び統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設

備（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX），携帯型音声呼出電話機

が使用可能である。なお，計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外

（社内外）の必要な場所で共有する場合については，専用電話設備及び統合

原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電

話機及び IP-FAX）を使用することで可能である。 

さらに，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の機能が喪失

した場合には，火山影響等発生時の手順において最低限必要となる発電所内

の通信連絡機能を確保するため，乾電池で使用可能な携帯型音声呼出電話機

を使用する。なお，携帯型音声呼出電話機については，使用場所（中央制御

室及び屋内の作業場所）に専用通信線及び専用接続箱が常設されているた

め，携帯型音声呼出電話機を専用接続箱に接続することにより容易に使用す

ることが可能である。また，使用場所（中央制御室及び 5 号炉原子炉建屋内

緊急時対策所）に電力保安通信用電話設備の通信線が常設されているため，

携帯型音声呼出電話機を通信線に接続することにより容易に使用することが
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可能である。 

携帯型音声呼出電話機による発電所内の通信連絡の概要を第 15 図に示

す。 

 
(b)対応手段と設備の選定の結果 

火山影響等発生時に使用する通信連絡設備は以下のとおり。発電所内外の

通信連絡設備の概要を第 16 図に示す。 

・電力保安通信用電話設備 

・携帯型音声呼出電話機 

・5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン 
・安全パラメータ表示システム（SPDS） 

・テレビ会議システム 

・専用電話設備 

・統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テレビ会議システ

ム，IP-電話機及び IP-FAX） 

・データ伝送設備 
 なお，送受話器（警報装置を含む。）については，無停電源装置（充電器

等を含む。）が給電できる間は連続して使用可能である。 

 
建屋外設置の 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォンを除くこれらの設備に

ついては，降下火砕物堆積荷重に対して構造健全性を有する建屋内に設置さ

れており，また有線系の通信回線を有することから降下火砕物の影響を受け

ることはない。なお，建屋外設置の 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォンに

ついては，灰が積もりにくい形状であることから降下火砕物の影響を受ける

ことはない。 

外部電源が期待できない場合は非常用ディーゼル発電機，乾電池又はター

ビン建屋に移動した 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から

の給電により，携帯型音声呼出電話機，専用電話設備及び統合原子力防災ネ

ットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-

FAX）を使用するが，これらの設備及び電源は，建屋内の設置及び操作とな

ることから降下火砕物の影響を受けることはない。 

計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外（社内外）の必要な場所

で共有する場合については，専用電話設備及び統合原子力防災ネットワーク
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を用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）を使

用することで可能である。なお，安全パラメータ表示システム（SPDS）及

びデータ伝送設備によるデータ伝送については，無停電源装置（充電器等を

含む。）が給電できる間は連続して使用可能である。 
また，全ての電源が期待できない場合は，乾電池を用いた携帯型音声呼出

電話機を使用するが，建屋内の設置，操作となることから降下火砕物の影響

を受けることはない。 

火山影響等発生時において，通信連絡設備の機能を確保するための電源系

統の概要を第 17 図に，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備に

よる給電の概要を第 18 図に示すとともに，対策手順等を以下に示す。 
(c) 手順着手の判断基準 

ア．5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備 

気象庁が発表する降灰予報（「速報」又は「詳細」）により柏崎刈羽原

子力発電所を含む地域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想さ

れた場合，気象庁が発表する噴火に関する火山観測報において，地理的

領域（発電所敷地から半径 160km）内の火山に噴火が確認されたが，噴

火後 10 分以内に降灰予報が発表されない場合又は降下火砕物による発電

所への重大な影響が予想される場合。 

なお，その後降灰予報が発表され，発電所への降灰が「多量」未満も

しくは範囲外となった場合は，体制を解除する。 

 
イ．5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電開始 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル

発電機からの受電が不能となった場合，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

用可搬型電源設備による給電を開始する。 

 
(d) 作業手順 

通信連絡設備への給電準備及び給電開始の概略手順は以下のとおり。 
第 19 図に給電準備及び給電開始のタイムチャートを示す。 

 
ア． 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備 

① 発電所対策本部長は，緊急時対策要員へ 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所用可搬型電源設備による給電準備を指示する。 
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②緊急時対策要員は，保管場所から，7 号炉タービン建屋大物搬入口の扉

を開放し，搬入口内へ 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源

設備を移動する。 

③緊急時対策要員は，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

から 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内の通信連絡設備まで給電でき

るように電源ケーブルを敷設・接続する。 

④緊急時対策要員は，7 号炉タービン建屋大物搬入口内に排気ダクトを敷

設・接続する。 

 
イ． 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電開始 

① 発電所対策本部長は，緊急時対策要員に 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所用可搬型電源設備による給電開始を指示する。 

②緊急時対策要員は，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

を起動し，運転状態を確認する。 

③緊急時対策要員は，5 号炉 TSC 用 6/7 号炉電源切替盤にて給電切替操

作を実施する。 
④緊急時対策要員は，5 号炉 TSC 用受電盤にて給電操作を実施し，受電

状態を確認する。 

 
(e) 作業の成立性 

ア． 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備及び

給電開始 
作業の成立性について，確認結果を別紙 4 に示す。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の給電準備の内，屋外

作業は降灰前に完了させるため，降灰による影響はない。 

 
(f) 必要な資源について 

ア．電源 
通信連絡設備の負荷は，緊急時対策所で約 20kW であり，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備（200kVA※1 により給電が可能である

（別紙 5）。 

携帯型音声呼出電話機については，電源である乾電池を交換することで

24 時間にわたって使用することができる。 
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携帯型音声呼出電話機による発電所内の通信連絡の概要を第 15 図に示

す。 

※1：換気空調設備，照明設備（コンセント負荷含む）及び放射線管理設備

の負荷約 51kW を考慮しても合計約 71kW であり，給電可能であ

る。 

 
イ．燃料 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備が降灰継続の 24 時間

に亘って連続運転するために必要な燃料は約 400L であるが，燃料タンクで

910L 確保しているため，降灰継続の間，連続で通信連絡設備に給電するこ

とが可能である。 

 
6 定期的な評価 

第 2 項から第 5 項の活動の実施結果について，定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 
（1） 各ＧＭは，第 2 項から第 5 項の活動の実施結果について，1 年に 1 回以

上定期的に評価を行うとともに，評価結果に基づき，より適切な活動となる

ように必要に応じて，計画の見直しを行い，技術計画ＧＭに報告する。 

 
（2）技術計画ＧＭは，各ＧＭからの報告を受け，必要に応じて計画の見直しを

行う。 
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第 1 図 火山影響等発生時の体制の概略 

（防災組織図） 
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第 2 図 火山影響等発生時の体制の概略 

（保安規定第 12 条（運転員等の確保）に定める要員）

出典：柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定第 12 条（運転員等の確保） 
表 12－1，表 12－3 

第 12 条（運転員等の確保） 
第一運転管理部長及び第二運転管理部長（以下「運転管理部長」という。）は，原子炉の

運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運転に必要な知識を有する者と

は，原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 
2．運転管理部長は，原子炉の運転にあたって前項で定める者の中から，1 班あたり表 12－1

に定める人数の者をそろえ，5 班以上編成した上で 2 交替勤務を行わせる。なお，特別な事

情がある場合を除き，運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行ってはならない。また，

表 12－1 に定める人数のうち，1 名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定

める基準に適合した者の中から選任された者とする。  
＜中略＞ 
4．各ＧＭは，重大事故等の対応のための力量を有する者を確保する。また，防災安全ＧＭは，

重大事故等対応を行う要員として，表 12－3 に定める人数を常時確保する。 
＜以下，省略＞ 
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保安規定第 12 条に定める要員 火山影響等発生時の対応要員 対応内容 

運転員 6,7 号炉 13 名※1 運転員 6,7 号炉 13 名※1 

・降灰予報に伴う原子炉停止判断（当直長） 
・方針決定，外部との連絡，プラント全体監視他（当直長） 
・当直長補佐，操作指示，プラント全体監視他（当直副長） 
・原子炉停止 
・プラント状態監視他 
・非常用ディーゼル発電機運転確認 
・HPAC 起動操作 
・HPCF，HPAC，RCIC 運転確認 
・直流電源（蓄電池）切替え 
・格納容器ベント準備操作 (バウンダリ構成他) 
・格納容器ベント操作 (格納容器二次隔離弁操作) 

緊急時対策要員 
6，7 号炉 
常駐 44 名 
召集 106 名 

緊急時対策要員 
（本部要員） 

6，7 号炉 
常駐 28 名 
（召集 44 名） 

・統括管理及び全体指揮 
・原子炉ごとの統括管理及び原子炉ごとの指揮 
・通報連絡 

緊急時対策要員 
（現場要員） 

6，7 号炉 
常駐 16 名 
（召集 62 名） 

・改良型フィルタ取付 
・フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 
・格納容器ベント操作（フィルタ装置水位調整等） 
・大物搬入口扉開放 
・排気ダクト設置 
・可搬型電源設備移動，ケーブル接続，起動，運転確認，給

電操作，受電確認（通信連絡設備の確保） 
※1：7 号炉のみ運転中の場合の人数を示す。 
 

第 3 図 火山影響等発生時の体制の概略（要員の対応内容） 
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第 4 図 火山影響等発生時における対応のタイムチャート（1/2）
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第 4 図 火山影響等発生時における対応のタイムチャート（2/2） 

（対応必要人数の時間経過） 

0 1 2 3 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 時間[ｈ]

必要要員数[名]
運転員

常設要員数13名

2

4

6

8
●蓄電池切替え操作(A→A-2) ●蓄電池切替え操作(A-2→AM)●格納容器ベント操作等

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 時間[ｈ]

必要要員数[名]
緊急時対策要員（現場要員）

要員数78名 （常設要員数16名+招集62名）

2

4

6

8

●格納容器ベント

準備操作

10
●格納容器ベント操作

●改良型フィルタ取付

●K5TSC用電源車移動
等
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第 5 図 火山影響等発生時における炉心冷却のためのイ，ロ，ハの各対応の全体フロー 
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a.系統図 

 

 
b.給電系統図 

 
第 6 図 対策の概略系統図（非常用ディーゼル発電機の機能維持） 

（イの対応） 
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降灰予報　「多量」

原子炉手動スクラム

非常用ディーゼル発電機

改良型フィルタ取付

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機起動

高圧炉心注水系等を用いた

炉心冷却

：操作・確認

：プラント状態

（凡例）

 
 

第 7 図 非常用ディーゼル発電機の機能維持のための対応手順の概要 
（イの対応） 
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第 8 図 非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取付 概略図 

（イの対応） 
 

51658



 

 

 
 

 
 
 

第 9 図 非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ取付 タイムチャート 
（イの対応） 

手順の項目 要員
要員数
（名）

非常用ディーゼル
発電機（B系）
改良型フィルタ

取付

緊急時対策要員 2

移動

非常用ディーゼル発電機（B系）
改良型フィルタ取付

経過時間（分）

移動

非常用ディーゼル発電機（A系）
改良型フィルタ取付

非常用ディーゼル
発電機（A系）
改良型フィルタ

取付

2緊急時対策要員

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0分

噴火発生

約10分

降灰予報発表・対応着手

80分（最短）

降灰開始
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a.系統図 

 
b.給電系統図 

第 10 図 対策の概略系統図（原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却） 
（ハの対応） 
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降灰予報　「多量」

原子炉手動スクラム

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機起動

全非常用ディーゼル発電機

機能喪失

：操作・確認

：プラント状態

（凡例）

原子炉隔離時冷却系を用いた

炉心冷却

 
 

第 11 図 原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための対応手順の概要 
（ハの対応） 
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a.系統図 

 

 
b.給電系統図 

第 12 図 対策の概略系統図（高圧代替注水系を用いた炉心冷却） 
（ロの対応） 
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系

充
電
器

AM用直流

125V蓄電池

（区分Ⅱ）

480V母線

充
電
器

AM用MCC

（区分Ⅰ）

480V母線

（区分Ⅰ）

480V母線

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付

ＭＣＣＢ

蓄電池

（凡例）

＊直流母線の受電元は，全交流動力電源喪失から8時間後以降は

蓄電池A-2，19時間後以降はAM用蓄電池にそれぞれ切り替える。
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降灰予報　「多量」

原子炉手動スクラム

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機起動

全非常用ディーゼル発電機

機能喪失

高圧代替注水系を用いた

炉心冷却

原子炉隔離時冷却系機能喪失

：操作・確認

：プラント状態

（凡例）

原子炉隔離時冷却系起動

 
 

第 13 図 高圧代替注水系を用いた炉心冷却のための対応手順の概要 
（ロの対応） 
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第 14 図 5 号炉緊急時対策所図（原子炉建屋 地上 3 階）換気経路の確保 
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4F

中3F

3F

2F

1F

地下1F

地下2F

地下3F

2F

1F

地下1F

地下2F

原子炉建屋

コントロール建屋

代替原子炉冷却系
系統構成

代替原子炉冷却系系統構成

代替原子炉冷却系系統構成

原子炉格納容器ベント操作

原子炉格納容器ベント操作

代替原子炉冷却系
系統構成

RHRポンプ(A)起動確認

RCIC起動確認

代替原子炉冷却系系統構成

蓄電池切替

中央制御室

受電操作

原子炉格納容器ベント操作

（重大事故シーケンス 全交流動力電源喪失時の例）

4F

中3F

3F

2F

1F

5号炉原子炉建屋

緊急時対策所（対策本部） （待機場所）

【凡例】
：専用通信線(携帯型音声呼出電話機） 　　　　　　　　　　　　：専用接続箱(携帯型音声呼出電話機）

　　　　　　　　 ：通信線(電力保安通信用電話設備） 　　　　　　　　　　　　　　：接続箱(電力保安通信用電話設備）

　　　　　　　　 ：携帯型音声呼出電話機 　　　　　　　　　　　　　　：即時または同時に通信連絡が必要な作業・操作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（付属ケーブルを含む）

　　　　　　　　 ：中継用ケーブルドラム 　　　　　　　　　　　　　　：近くの専用接続箱に移動して通信連絡する作業・操作
　　　　　（必要時に布設） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（タービン建屋、廃棄物処理建屋における作業・操作を含む）

　　
　　

　

 

第 15 図 携帯型音声呼出電話機による発電所内の通信連絡の概要

58665



 

 

電力保安通信用電話設備
（固定電話機，PHS端末） ※2

送受話器（警報装置を含む。） 
※1

携帯型音声呼出電話機

電力保安通信用電話設備
（固定電話機，PHS端末，

FAX） ※2

送受話器（警報装置を含む。） 
※1

携帯型音声呼出電話機

衛星電話設備（常設）

無線連絡設備（常設）

安全パラメータ表示システム
（SPDS）（データ伝送装置）

※1

電力保安通信用電話設備
（PHS端末） ※2

送受話器（警報装置を含む。） 
※1

5号炉屋外緊急連絡用
インターフォン

衛星電話設備（可搬型）

無線連絡設備（可搬型）

送受話器（警報装置を含む。） 
※1

5号炉屋外緊急連絡用
インターフォン

衛星電話設備（常設，可搬型）

無線連絡設備（常設，可搬型）

電力保安通信用電話設備
（固定電話機，PHS端末，

FAX） ※2

携帯型音声呼出電話機 衛星電話設備（社内向）

テレビ会議システム

専用電話設備

安全パラメータ表示システム
（SPDS）及びデータ伝送設備
（緊急時対策支援システム伝

送装置）

統合原子力防災ネットワーク
を用いた通信連絡設備
（テレビ会議システム，
IP-電話機，IP-FAX）

5号炉屋外緊急連絡用
インターフォン

現場(屋内)

現場(屋外)

７号炉

中央制御室 プロセス計算機室

５号炉

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所

中央制御室

発電所内

国
(ERC等)

発電所外(社外)

統合原子力防災ネットワーク(有線系/衛星系)
・統合原子力防災ネットワークを用いた
　通信連絡設備
・データ伝送設備

国データセンター
(ERSS)

地方公共団体
(新潟県，柏崎市，刈羽村等)

その他関係機関
(社外)

通信事業者回線(有線系)
・専用電話設備

通信事業者回線(衛星系)
・衛星電話設備

本社
(即応センター等)

発電所外(社内)

その他関係機関
(社内)

電力保安通信用回線(有線系)
・テレビ会議システム
・データ伝送設備

統合原子力防災ネットワーク(有線系/衛星系)
・統合原子力防災ネットワークを用いた
　通信連絡設備

通信事業者回線(衛星系)
・衛星電話設備(社内向)
・データ伝送設備

通信事業者回線(衛星系)
・衛星電話設備

【凡例】

：有線系

：無線・衛星系

：有線/無線・衛星系

：有線系/衛星系

：有線系/無線系
　（データ伝送）

：通信連絡

：データ伝送

：専用回線

：専用回線

：専用回線

：専用回線

：非専用回線

・充電器(蓄電池)による給電のみの
　場合
　【使用可能時間】
　※1：12時間
　※2：13時間(FAXは除く)

・上記以外
　24時間使用可能

安全パラメータ表示システム
（SPDS）（SPDS表示装置）

 
 

第 16 図 火山影響等発生時に使用する通信連絡設備の概要 
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第 17 図 通信連絡設備の電源系統の概要

電力保安通信
用電話設備
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送
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）
（
ス
ピ
ー
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）

送
受
話
器
（
ペ
ー
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グ
）
（
ハ
ン
ド
セ
ッ
ト
）

5号炉原子炉建屋内
緊急時対策所用
可搬型電源設備

送受話器
（ページング）
（制御装置）

電力保安通信
用電話設備
（交換機）
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用
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災
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通
信
連
絡
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備
（
テ
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テ
ム
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統
合
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子
力
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災
ネ
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ト
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ク
を
用
い
た

通
信
連
絡
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備
（
Ｉ
Ｐ 
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電
話
機
）

Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ
表
示
装
置

５
号
炉
屋
外
緊
急
連
絡
用
イ
ン
タ
ー
フ
ォ
ン

緊
急
時
対
策
支
援
シ
ス
テ
ム
伝
送
装
置

5号炉原子炉
建屋内緊急
時対策所用
交流110V
分電盤1

5号炉原子炉建屋内
緊急時対策所用
受電盤

5号炉原子炉建屋内
緊急時対策所用
主母線盤

【凡例】
: 遮断器

: 配線用遮断器

: 非常用所内電源又は無停電電源

: 重大事故等対処設備

: 設計基準対象施設及び重大事故等
　対処設備として使用する設備

CHG : 充電器

非常用ディーゼル発電機7A

動力変圧器
7C-1

6.9kV M/C 7C

480V P/C 7C-1

480V MCC
7C-1-5

480V MCC
7C-1-6

【略語】

：モータコントロールセンタMCC

M/C　：メタルクラッド開閉装置

P/C　：パワーセンタ

CHG

直流48V
蓄電池

CHG

送受話器
（ページング）
用48V蓄電池

CHG

5号炉電力
保安通信用
電話設備用
48V蓄電池

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

5号炉原子炉建屋内
緊急時対策所用
可搬型電源設備

(予備)

6号炉より 5号炉より

5号炉原子炉
建屋内緊急
時対策所用
交流110V
分電盤2

5号炉原子炉
建屋内緊急
時対策所用
交流110V
分電盤3

: 交換機又は制御装置から給電
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第 18 図 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電の概要 
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第 19 図 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備及び給電開始タイムチャート 

 

手順の項目 要員
要員数

(名)

負荷カット対応

切替操作

経過時間（分）

緊急時対策要員　（B班） 2

移動
車両移動・搬入

受電確認

移動

2緊急時対策要員　（A班）
ダクト設置

ケーブル接続
移動

発電機起動・運転確認

通信連絡設備の
確保

大物搬入口扉解放

緊急時対策要員　（C班） 2
　移動

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0分

噴火発生

90 100

約10分

降灰予報発表・対応着手

80分（最短）

降灰開始・外部電源喪失

※以降の作業は全交流動力

電源喪失時に作業開始

62669



設置変更許可添付書類十　「7.1.3.1　全交流動力電源喪失」
（外部電源喪失＋DG喪失）　より抜粋 

 
 
 
 

添付-1 

63670

T1264662
四角形
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65672



66673



67674



68675



69676



70677



71678



72679



73680



74681



添付-2

設置変更許可添付書類十　「7.1.3.2　全交流動力電源喪失」
（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗　より抜粋 

75682

T1264662
四角形
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80687



81688



82689



83690



84691
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別紙 1 
 

降灰環境下における作業時の対応について 
 
1 概要 

火山影響等発生時に屋外にて行う作業は高濃度の降下火砕物環境下で実施する。作

業時に装着する防護具、視認性向上のための対応について取りまとめる。 
 
2 火山影響等発生時に屋外において実施する作業項目 

火山影響等発生時に屋外にて行う主な作業は下記の通りである。 
・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電作業  
・フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 
・格納容器ベント操作（フィルタ装置水位調整等） 

 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電作業については、資

料 2 第 19 図に示す通り、降下火砕物が発電所敷地に到達する前までに完了すること

から、高濃度の降下火砕物環境下での作業とはならない。 
格納容器ベント操作（排水ポンプ水張り）については、降灰環境下の作業であるが

当該作業は複雑な手順を要求されない作業であるため、広範囲の視界が必要となるも

のではない。 
格納容器ベント操作（フィルタ装置水位調整等）については、噴火 24 時間後までに

当該作業は発生しないことから、高濃度の降下火砕物環境下での作業とはならない。 
 

3 降灰環境下での作業時に着用する防護具 
高濃度の降下火砕物環境下での作業時は、作業着を着用の上、ヘルメット、ゴーグ

ル、マスク、手袋を着用する。また、作業性向上の観点で、昼夜を問わずヘッドライ

トを着用する。図  1 に降灰環境下での作業時に着用する防護具の状況を示す。 
 
4 まとめ 

火山影響等発生時に屋外において実施する作業にあたっては、作業員防護の観点か

らヘルメット、ゴーグル、マスク、手袋等の防護具を適切に着用するとともに、視界

が悪くなることを考慮して、ヘッドライトを着用する。 
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図 1 降灰環境下における作業時の防護具着用状況  
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降灰状況における視界について 
 

1 概要 
高濃度の降下火砕物環境下では、視界が悪化し各種の作業に影響が生じる可能性があ

るため、参考としてどの程度の視界となるか確認を行った。 
 
2 確認方法 

降下火砕物による視認性への影響を確認するため、図 1 に示す装置を用いて、カメラ

の前に火山灰付着シートを挿入し目標物の撮影を行う。 
火山灰付着シートは火山灰を粘着シートにふるいで一様に分散させて作成する。 
火山灰付着シートへの火山灰付着量（g/m2）は、想定する気中降下火砕物濃度（3.3g/m3）

を包絡する濃度（4.0g/m3）と視認距離（m）の積により決定し、火山灰付着量を変化さ

せて写真を撮影する。なお、降下火砕物環境下では照度も低下するため、ヘッドライト

を照らしながら実施する。 
 
3 確認結果 

確認結果を図 2 に示す。  
今回実施した確認においては、少なくとも視認距離 6m 程度までは目標物の輪郭が明

確に視認できる結果となった。また、視認距離 10m でも目標物自体の視認性に問題は

なく、想定する気中降下火砕物濃度を越える濃度であったとしても、屋外作業が必要な

範囲で目標物の視認が可能である。 
 
4 火山灰付着シートの設置位置及び枚数による影響について 

今回の確認においては、視点と目標物の間の空間に存在する降下火砕物を平面上に落

とし込んで火山灰付着量を決定しているため、「3.」で目標物の輪郭が視認できるとなっ

た視認距離 6m に相当する火山灰付着量 24g/m2 を用いて、火山灰付着シートの設置位

置及び枚数を変化させ影響確認を行った。確認結果を図 3 に示す。見え方に差異はある

ものの、いずれも目標物の視認は可能である。  
 
5 結論 

降下火砕物環境下では、視認距離は 6m 程度確保でき、目標物も視認できることから、

降下火砕物環境下においてヘッドライトを着用することで作業が可能である。 

（参考） 
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図１ 装置概要  
 

24ｃｍ 

カメラの位置を 0～16m の範囲で

移動させて撮影 
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図２ 確認結果 
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※：目標物からの距離 
 

図３ 火山灰付着シートの設置位置及び枚数による影響確認結果 
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別紙２ 

火山影響等発生時の炉心冷却に有効な手段の選定について 

【手段を選定する上での前提条件】 

・イ，ロ，ハにおける対応手段の選定は，既に整備されている手順への降下火砕物による影響を加味し，その対策も含め検討する。 

 ただし，実際の火山影響が発生時において，選定外とした手段が使用可能な場合は適宜使用するものとする。 

・降下火砕物の影響により，外部電源が喪失した状態を想定し，原子炉圧力容器への注水による炉心冷却を行う。 

・降灰は 24 時間継続するものとする。 

・イ、ロ、ハの各対応手段に必要な関連機器についても、機能維持可能であることを確認している(資料 4参照)。 

分

類 

降下火砕物による影響及び対策後の評価 

対応手段 
影響 

有無※1 
影響及び対策 

対策後

評価 選定結果 

電
源 

非常用ディーゼル発電機 × 
外気取入れ用給気フィルタの閉塞が想定されるが，対策として改良型フィルタを設置することで，閉塞の防

止，及び機能維持が可能である。よって，イの対応として用いることとした。 
○ イ 

第一ガスタービン発電機 × 
屋外に設置しているため吸気用フィルタの閉塞が想定される。また，ガスタービンエンジンは吸気量が大き

く対策も困難であることから，対応手段として選定しないこととした。 
× － 

号炉間電力融通ケーブル 

(常設) 
△ 

号炉間電力融通ケーブルが降灰の影響を受けることはないが，融通元である他号炉の非常用ディーゼル発電

機において，外気取入れ用給気フィルタの閉塞が想定されるため，対応手段として選定しないこととした。 
× － 

可搬型代替交流電源設備 × 

屋外に設置しているため吸気用フィルタの閉塞が想定されるが，対策として建屋内に搬入することで閉塞の

防止，及び機能維持が可能である。ただし，発電容量が小さく駆動できるポンプが限られる上，燃料補給が

必要となるため，炉心冷却用の電源としては対応手段に選定しないこととした。 

○ － 

号炉間電力融通ケーブル 

(可搬型) 
△ 

号炉間電力融通ケーブルが降灰の影響を受けることはないが，融通元である他号炉の非常用ディーゼル発電

機において，外気取入れ用給気フィルタの閉塞が想定されるため対応手段として選定しないこととした。 
× － 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
へ
の
注
水
に
よ
る
炉
心
冷
却 

原子炉隔離時冷却系ポンプ ○ 
交流電源が不要，かつ，建屋内に設置されているため降下火砕物の影響がない。よって，ハの対応に用いる

こととした。 
○ ハ 

高圧炉心注水系ポンプ △ 
建屋内に設置されているため直接降灰の影響を受けることはないが，動作には交流電源が必要である。 

よって，交流電源が維持されているイでの対応に使用することとした。 
○ イ 

高圧代替注水系ポンプ ○ 
交流電源が不要，かつ，建屋内に設置されているため降下火砕物の影響がない。よって，ロの対応に用いる

こととした。 
○ ロ 

残留熱除去系ポンプ △ 
建屋内に設置されているため直接降灰の影響を受けることはないが，動作には交流電源が必要である。 

よって，交流電源が維持されているイでの対応に使用することとした。 
○ イ 

復水移送ポンプ △ 
建屋内に設置されているため直接降灰の影響を受けることはないが，動作には交流電源が必要である。 

よって，交流電源が維持されているイでの対応に使用することとした。 
○ イ 

可搬型代替注水ポンプ 

（A－2 級） 
× 

屋外に設置しているため吸気用のフィルタの閉塞が想定されるが，対策として建屋内に搬入することで閉塞

の防止，及び機能維持が可能である。ただし，送水用のホース敷設や燃料補給の必要があるため，注水手段

としては対応手段に選定しないこととした。 

○ － 

 ※１: × 直接影響あり，△ 間接的に影響あり，○ 影響なし 
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別紙 3 
 

降灰予報等を用いた対応着手の判断について 
 
１ 概要 

噴火発生時において，気象庁が発表する降灰予報（「速報」及び「詳細」）により発

電所を含む地域（柏崎市，刈羽村）への「多量」の降灰が予想された場合，または，

気象庁が発表する噴火に関する火山観測報において地理的領域（発電所敷地から半径

160km）内の火山が噴火し，10 分以内に降灰予報が発表されない場合又は降下火砕物

による発電所への重大な影響が予想される場合，対応に着手する。 
本資料では，火山影響等発生時の判断基準となる降灰予報とその情報伝達手段，及

び降灰予報が遅延した場合の対応について説明する。 
 
２ 降灰予報について 

降灰予報の概要を第 1 図に示す。 
噴火後速やか（5～10 分程度）に気象庁より降灰予報（速報）が発表され，噴火後

1 時間以内に予想される降灰量分布と噴石の落下範囲が提供される。 
その後（噴火後 20～30 分程度），降灰予報（詳細）が発表され，噴火発生から 6 時

間先まで（1 時間ごと）に予想される降灰量分布や降灰開始時刻が提供される。 
降灰予報は第 2 図に示すとおり「少量」，「やや多量」，「多量」の 3 階級に区分され

ており，火山影響等発生時において，発電所に降灰厚さが 1mm 以上となる「多量」

の降灰が予想された場合，対応に着手する。 
 
３ 降灰予報発表時の情報伝達 

気象庁の噴火情報等により，発電所より半径 160km 圏内の火山の噴火等が発信さ

れた場合は，システムにより所員に自動配信される。降灰予報「多量」を確認すれば，

当直長は原子炉の手動停止操作に着手する。また，緊急時対策要員はこの連絡を受け，

各手順着手の判断基準に従い火山対応に着手する。それとともに，当直長は速やかに

運転管理部長（休日・夜間は号機統括当番）に連絡する。 
この連絡により，所長（原子力防災管理者）が自らを本部長とする発電所対策本部

を立ち上げる。所長が不在の場合又は欠けた場合は，副原子力防災管理者が発電所対

策本部を立ち上げ，緊急時対策要員に対応を指示する。 
以降は，重大事故等対策に係る指揮命令系統に則り行う。運転員操作は当直副長が

指揮し，緊急時対策要員操作は発電所対策本部が指揮する。中央制御室と発電所対策
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本部の間の情報共有は，緊急時対策本部要員のうち号機統括を経由して行う。 
 
４ 降灰予報の発表が遅れた場合の対応  

上記のとおり，降灰予報発表後は速やかに対応を取ることが可能であるが，降灰予

報の発表が遅れた場合を想定し，10 分を超えて降灰予報が発表されない場合は，噴火

に関する火山観測報（第３図）により対応要否を判断する。 
噴火に関する火山観測報による対応要否の判断について，発電所に近い位置にある

火山が噴火した場合には，短時間で火山灰が到達する可能性があり，噴火に対するリ

スクが高い。よって，地理的領域（発電所敷地から半径 160km）内の活火山の噴火が

観測された場合は対応に着手する。 
その他，気象庁からの情報以外に，発電所への重大な影響が予想される（報道（TV，

ラジオ，インターネット等），気象情報（風向，風速等），周辺地域の降灰状況により

総合的に判断）場合は対応を開始する。 
なお，その後降灰予報が発表され，発電所への降灰が「多量」未満もしくは範囲外

となった場合は，体制を解除する。 
上記を踏まえた対応着手の判断フローを第 4 図に示す。 

 
 

 
第 1 図 降灰予報の概要（気象庁ＨＰより） 
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第 2 図 降灰量階級表（気象庁ＨＰより） 

 

 
第 3 図 噴火に関する火山観測報（気象庁ＨＰより） 
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第 4 図 対応着手の判断フロー 
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別紙 4 
作業の成立性について 

 
【改良型フィルタ取り付け】 
 
1. 作業概要 

火山影響等発生時において非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための対策と

して，非常用ディーゼル発電機 A 系及び B 系に対して改良型フィルタを取り付ける。 
 
2. 必要要員数及び作業時間 

必要要員数：緊急時対策要員 4 名／号炉 
 非常用ディーゼル発電機 A 系及び B 系に対して 2 名１班で改良型フィルタを取り付

ける。 
作業時間（想定） :70 分（移動 20 分，作業 50 分） 
作業時間（実績） :61 分（移動 16 分，作業 45 分） 

 
 
3. 作業の成立性 

アクセス性：作業員はヘッドライト・懐中電灯等を携行しており，かつ改良型フィルタ

の設置エリアは原子炉建屋内であることからアクセス可能である。 
作業環境：改良型フィルタの設置エリア周辺には，作業を行う上で支障となる設備はな

く，作業は実施可能である。 
作業性：要員は改良型フィルタを設置エリアの架台へ取り付ける。改良型フィルタは人

力で取り扱える重量・寸法であり作業は可能である。 
連絡手段：火山影響等発生時においても，携帯型音声呼出電話設備等にて通話可能であ

る。 
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【5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による給電準備及び給電開始】 
 
１． 作業概要 

火山影響等発生時において，発電所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

するために必要な設備の電源対策として，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備の移動及び電源ケーブルの敷設・接続ならびに排気ダクトの敷設・接続を行う。 
 
２． 必要要員数及び作業時間 

必要要員数：緊急時対策要員 6 名 
作業時間（想定）：85 分 
 

排気ダクトの敷設・接続については，緊急時対策要員 2 名（現場）が作業時間 40 分以内で

行う。） 
 
３． 作業の成立性 
アクセス性：ヘッドライトを携行していることから，アクセス可能である。 
作業環境： 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の保管場所周辺には，作業

を行う上で支障となる設備はなく，また，作業員はヘッドライトを携行している

ことから，作業は実施可能である。 
作業性： 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の固縛解除，移動及び電源ケ

ーブルの敷設・接続は容易に実施可能である。また，排気ダクトは可搬式であり，

容易に移動・設置が可能である。 
連絡手段：火山影響等発生時においても，携帯型音声呼出電話設備等にて通話可能である。 
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別紙 5 
 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の容量について 

 
火山影響等発生時において 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の最大

所要負荷については表 1 に示すとおり約 70.2kW である。5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所用可搬型電源設備の容量については最大所要負荷に対し十分な余裕を有する

160kW とする。 

 
 

表１ 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の最大所要負荷 

最大所要負荷 5 号炉原子炉建屋

内緊急時対策所用

可搬型電源設備の

容量 

設備 負  荷 合  計 

【通信連絡設備】 
・統合原子力防災ネットワークに接

続する通信連絡設備（テレビ会議シ

ステム，IP-電話機及び IP-FAX） 
・5 号炉屋外緊急連絡用インターフ

ォン 
・テレビ会議システム 他 

約 19.41kW 

約 70.2kW 160kW 

【換気空調設備】 約 18.67kW 

【照明設備（コンセント負荷含む）】 約 23.45kW 

【放射線管理設備】 約 8.67kW 
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非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ設置について 
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非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ設置について 
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非常用ディーゼル発電機への改良型フィルタ設置について 

 

非常用ディーゼル発電機は外気を取り入れており，降下火砕物により既設フィルタの閉

塞が想定される。したがって，高濃度の降下火砕物濃度に対して非常用ディーゼル発電機の

機能を維持できるよう，改良型フィルタを配備する。 

本資料では，改良型フィルタの仕様・性能・運用成立性について説明する。 

 

1.対策の概要及び改良型フィルタの仕様 
火山影響等発生時，非常用ディーゼル発電機の吸気流路に着脱可能な改良型フィルタ

を取付ける。 

改良型フィルタは降灰が継続すると想定する 24時間の間，閉塞することなく非常用デ

ィーゼル発電機の運転を継続させることが可能である。なお，改良型フィルタは 200 メッ

シュの金属フィルタをプリーツ状にすることで面積を増加させたフィルタを使用する。 

改良型フィルタの主な仕様を以下に示す（表 1）。また，改良型フィルタの外形図を図 1

に，フィルタの性能試験の概要及び結果を別紙 1に示す。 

 

表 1 改良型フィルタの主な仕様 

フィルタ個数（個）※1 44 

フィルタ外形寸法※2 

高さ:610 mm 

幅:610 mm 

奥行:150 mm 

フィルタ有効面積※2 約 0.348 m2 

※1 非常用ディーゼル発電機 1機あたり 

※2 フィルタ 1個当たり 

 

2.改良型フィルタの取り付け時間について 
(1) 降灰到達時間 

気象条件等を考慮し，噴火から降下火砕物が発電所敷地に到達するまでの時間を 80 

分とする。降灰到達時間の考え方について別紙２に示す。 

 

(2) 改良型フィルタの取り付け時間 

改良型フィルタ取付けに要する時間は，資料 2の「別紙 4 作業の成立性について」

に示すとおり 70 分である。 

したがって，改良型フィルタの取り付けは降下火砕物が発電所敷地に到達する前に

実施可能である。 

 

 

 

102709



 

 

3.改良型フィルタの性能確認に用いる気中降下火砕物濃度 
改良型フィルタの性能確認に用いる気中降下火砕物濃度は，「原子力発電所の火山影響

評価ガイド（令和 元年 12 月 18 日）」（以下「ガイド」とする）の添付１「気中降下火

砕物濃度の推定手法について」に定められた手法により推定した気中降下火砕物濃度と

する。気中降下火砕物濃度の算出方法及び算出結果を別紙 3に示す。 

別紙 3 の結果より，柏崎刈羽発電所における気中降下火砕物濃度を 3.3g/m3 とする。

なお，実機においては外気を取り入れる建屋開口に雨滴の侵入を防ぐ目的でウェザール

ーバが設置されており，これにより降下火砕物の流入も妨げられると考えられる。しかし

ながら，改良型フィルタの性能確認においては保守的にウェザールーバによる影響は考

慮せず，気中の降下火砕物の全量が流入する想定とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
図１ 改良型フィルタ 外形図 
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別紙１ 

改良型フィルタの性能試験について 

 

１．試験の概要 
非常用ディーゼル発電機に設置する改良型フィルタは，200 メッシュの金属フィルタを

プリーツ状にすることで面積を増加させたフィルタを使用する。 

本試験では，改良型フィルタの性能を確認するため，非常用ディーゼル発電機の流路を

模擬した試験装置に改良型フィルタおよび既設のバッグタイプフィルタ（以下バグフィ

ルタ）を設置し，フィルタ前後の差圧を測定し，許容差圧に達するまでの時間を確認する。 

 

２．試験方法 
(1) 試験装置 

図１に示す試験装置に改良型フィルタおよびバグフィルタを設置し，改良型フィル

タ通過風速が非常用ディーゼル発電機の定格出力運転時と同じになるよう流量調整し

た後，上流より模擬火山灰を供給する。試験状況について図２に示す。 

また，改良型フィルタの手前に灰受けを設置し，改良型フィルタにより叩き落とされ

た灰が流路を妨げることなく連続的に模擬火山灰が改良型フィルタに供給される構成

とした。図３に示す通り，実機において改良型フィルタは架台に取り付けるため，改良

型フィルタにより捕集された火山灰は試験装置と同様に手前に落下する挙動となる。 

 

図１ 試験装置概要 

図２ 試験状況 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，商業機密あるいは防護上の観点から公開できません。 

改良型フィルタ 
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図３ 改良型フィルタ設置概略図 

(2) 試験条件 

試験風速は非常用ディーゼル発電機の定格出力運転時風量をもとに，以下の通り設定し

た。 

 

■改良型フィルタ通気面積 

・0.348 ［m2］・・・① 

■1 系統あたりの改良型フィルタ設置個数 

・44個・・・② 

■改良型フィルタの通気面積合計 

・①×② ＝ 0.348［m2］×44 ＝ 15.312 ［m2］・・・③ 

■非常用ディーゼル発電機の定格出力運転時風量（送風機風量含む） 

・111,000［m3/h］≒30.84 ［m3/s］・・・④ 

 

以上より，フィルタ通過時の風速は，以下の通りとなる。 

 

・④/③＝30.84［m3/s］/ 15.312［m2］≒2.02 ［m/s］ 

 

試験風速は，これを上回るよう 2.03［m/s］と設定した。 
 

許容差圧については，機器が所望の性能を達成するために吸気流路に追加で許容される

圧力損失を評価し，非常用ディーゼル発電機機関の約    Pa と，非常用ディーゼル発電機を

設置した部屋を冷却する送風機の    Pa を比較した上で，裕度の小さい送風機の許容差圧

を試験のクライテリアとして設定した。試験条件を表１に示す。 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，商業機密あるいは防護上の観点から公開できません。 
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表１ 試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．試験結果 

試験結果を表２に示す。 

試験の結果，想定する降灰継続時間である 24 時間が経過した時点において改良型フィ 

ルタ前後の差圧は許容差圧に到達しないことを確認した。なお，バグフィルタについて 

も許容差圧に到達しないことを確認した。 

なお，火山灰を含む空気を通気しているときの改良型フィルタの差圧，ならびにその

上昇速度には，フィルタ通過時の風速の影響を大きく受ける傾向が認められた。一般的

に圧力損失は風速の２乗に比例することに加え，風速が大きくなると，それだけ改良型

フィルタ１枚当たりに取り込まれる火山灰の量が増えてしまうことや，改良型フィル

タにて取り除かれた火山灰のうち，自重で落下せずにフィルタに付着してしまう量が，

フィルタを通過する気流の影響により増加してしまうことが要因として考えられる。 

そのため，設置する改良型フィルタの個数を可能な限り多くし，フィルタ有効面積を

増加させることで，改良型フィルタ通過時風速を低減した。 

 

表２ 試験結果 

許容差圧到達時間 24h 以上 

24 時間経過時の 

改良型フィルタの圧力損失 
   Pa 

 

 
  

試験フィルタ 200 メッシュプリーツ型金属フィルタ 

フィルタ寸法 

高さ:288 mm 

幅:178 mm 

奥行:150 mm 

試験風速 2.03 m/s 

使用火山灰 
桜島火山灰（Tephra2 シミュレーション 

結果をもとに粒径調整） 

火山灰濃度 3.3 g/m3 

許容差圧 　　　　　　  Pa 

本資料のうち，枠囲みの内容は，商業機密あるいは防護上の観点から公開できません。 
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別紙２ 

降灰到達時間について 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉の火山影響評価において評価対象とした 6 火山（妙

高山，沼沢，四阿山，赤城山，浅間山，立山）が噴火した場合の降灰到達時間をそれぞれ算

出した結果，降灰到達時間は妙高山の噴火を想定した場合が最短となった。 

具体的な算出方法（妙高山を例示）としては，妙高山が噴火し降下火砕物が発電所方向に

一直線に向かうと仮定し，離隔距離（約 74km）と風速 15.3m/s(標高別の風向・風速観測デ

ータから算出)の関係から算出した結果，降灰到達時間は約 80 分となった。 

よって，柏崎刈羽原子力発電所において，降灰が開始する最短時間を 80分とする。 

柏崎刈羽原子力発電所から妙高山までの距離を図１に示す。 

 

 

 

図１ 柏崎刈羽原子力発電所と妙高山の離隔距離（地理院地図を加工して作成） 
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別紙 3 

気中降下火砕物濃度の算出手法及び算出結果 

 

原子力発電所の火山影響評価ガイド（以下「ガイド」という。）が改正され，設計及び運

用等による安全施設の機能維持が可能かどうかを評価するための基準として気中降下火砕

物濃度を推定する手法が示された。 

柏崎刈羽原子力発電所について，ガイドに基づき気中降下火砕物濃度の算出を行った。 

 

1. 気中降下火砕物濃度の推定手法 
ガイドにおいては，以下の２つの手法のうちいずれかにより気中降下火砕物を推定す

ることが求められている。 

a. 降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物濃度を推定する手法 

b. 数値シミュレーションにより気中降下火砕物濃度を推定する手法 

設置許可段階において、文献、既往解析結果の知見及び降下火砕物の知見及び降下火砕

物シミュレーションを用い検討した結果、降下火砕物の層厚を約 23.1cm と評価したが、

敷地内で給源不明なテフラの最大層厚 35cm が確認されていることを踏まえ、想定される

最大層厚を保守的に 35cm と設定している。 

 気中降下火砕物濃度の推定手法のうち、設置許可段階の降灰量の設定との連続性の観

点から、「a. 降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物濃度を推定する手法」に

より気中降下火砕物濃度を推定する。 

なお，「b. 数値シミュレーションにより気中降下火砕物濃度を推定する手法」について

は，数値シミュレーション（三次元の大気拡散シミュレーション）で使用する噴煙高さの

設定や噴出率の時間変化等に課題を残しているため，必要なパラメータを設定及び結果

の妥当性を評価することは困難である。 

 

2. 気中降下火砕物濃度の算出方法 
ガイドに基づく気中降下火砕物濃度の算出方法を以下に示す。 

①粒径 の降灰量  =  ( ：粒径 の割合 ：総降灰量) 

②粒径 の堆積速度  =  ( ：降灰継続時間) 

③粒径 の気中濃度  =  ( ：粒径 の降下火砕物の終端速度) 

④気中降下火砕物濃度  =   

 

3. 入力条件及び計算結果 
入力条件及び計算結果を表 1に示す。 

表 1の計算結果より，柏崎刈羽原子力発電所における気中降下火砕物濃度を 3.3g/m3と

する。 
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表 1 入力条件及び計算結果 

入力条件 備考 

設計層厚 35 cm 設置(変更)許可を得た層厚（図 1） 

総降灰量  3.5×105 g/m2 設計層厚×降下火砕物密度 1.0g/cm3 

降灰継続時間  24 h 原子力発電所の火山影響評価ガイド 参考 

粒径 の割合  

別表 1参照 

Tephra2 による粒径分布の計算値 

粒径 の降灰量  式① 

粒径 の堆積速度  式② 

粒径 の終端速度  Suzuki(1983)参考（図 2） 

粒径 の気中濃度  式③ 

気中火山灰濃度  3.3 g/m3 式④ 

 

別表 1 粒径ごとの入力条件及び計算結果 

粒径 (φ) -3～-2 -2～-1 -1～0 0～1 1～2 2～3 3～4 4～5 5～6 合計 

粒径 (μm) 5657 2828 1414 707 354 177 88 44 22  

割合 (wt%) 3.4×10-52 6.3×10-28 3.1×10-6 4.6×101 5.4×101 1.5×10-2 6.4×10-6 1.7×10-5 1.3×10-5 100 

降灰量 (g/m2) 1.2×10-48 2.2×10-24 1.1×10-2 1.6×105 1.9×105 5.3×101 2.2×10-2 6.0×10-2 4.6×10-2 ＝3.5×105 

堆積速度 (g/s･m2) 1.4×10-53 2.6×10-29 1.3×10-7 1.9×100 2.2×100 6.1×10-4 2.6×10-7 6.9×10-7 5.3×10-7  

終端速度 (m/s) 5.7 4.0 2.7 1.8 1.0 0.5 0.35 0.1 0.03  

気中濃度 (g/m3) 2.4×10-54 6.4×10-30 4.6×10-8 1.0×100 2.2×100 1.2×10-3 7.4×10-7 6.9×10-6 1.8×10-5 ＝3.22 
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図 1 敷地における降下火砕物の層厚評価 

 

図 2 Suzuki (1983)※における降下火砕物の粒径と終端速度との関係図 

※：Suzuki, T. (1983)A theoretical model for dispersion of tephra, Arc Volcanism: 

Physics and Tectonics: 95-116, Terra Scientific Publishing. 

  

○：粒径の終端速度
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別紙 4 

非常用ディーゼル発電機機関出力と吸気流量の関係について 

 

1. 非常用ディーゼル発電機機関の空気の流れについて 
図１に非常用ディーゼル発電機室の全体概略を示す。非常用ディーゼル発電機機関は，

吸入空気を外気から取り入れ，過給機により吸入空気を圧縮し，吸気管を通して各シリン

ダに供給する。各シリンダに供給された吸入空気はピストンで圧縮され，高温高圧となっ

た雰囲気に燃料を高圧で噴射し，その自己着火により燃焼する。燃焼後，高温の排ガスと

なって過給機に供給され，過給機はそのタービンを駆動し，吸入空気を更に取り込む。過

給機のタービンの後に排出された排気ガスは排気消音器を通して屋外に排出される。 

 

2. 非常用ディーゼル発電機機関出力と吸気流量の関係について 
非常用ディーゼル発電機機関は発電機の特性より無負荷から定格負荷まで回転数は一

定であるが，発電機出力(負荷)に応じて機関の出力(負荷)は変化する。 

機関は出力に応じた燃料が供給されるので，機関出力が低下すると燃料噴射弁からの

燃料投入量は減少する。シリンダ内で燃料が燃焼した後，高温の燃焼ガスが排ガスとなり

過給機の排ガス流路形成部よりタービンノズルを介し，タービン翼を回転させる。排ガス

量が減少するとタービン翼での仕事が小さくなるため，回転軸を回す力が小さくなり，過

給機の回転は低下する。 

過給機のタービン翼同軸上の反対側に取り付けられた圧縮機インペラは，燃焼用空気

流路形成部を介し，吸入空気を圧縮し，機関に吸入空気を供給するが，過給機の回転が小

さいと圧縮機インペラの仕事は減少し，吸気流量は減少する。つまり，非常用ディーゼル

発電機の機関出力に応じて吸気流量は変化するが，定格出力時に吸気流量は最大となる。 

図 2 に出力と吸気流量の変化をフローとして示す。 

 

3. まとめ 
非常用ディーゼル発電機の吸気流量が機関の出力に応じて変動するかどうかについて

は，上記 2.に記載したとおり，非常用ディーゼル発電機の吸気流量は，機関出力に応じ

て定格出力時の定格流量よりも減少する。 

吸気流量が減少すると吸い込む火山灰量も減少するため，差圧の上昇は最大出力時より

も緩やかになる。なお，フィルタへの火山灰の付着状態が同じでも流速が減少するとフィ

ルタ差圧についても減少するため，フィルタの差圧は定格出力時が最も厳しい条件とな

る。(一般に圧力損失は流速の２乗に比例する。) 

今回のフィルタ閉塞時間の評価は，ディーゼル機関の最大吸気流量である定格出力時

で評価したものであるが，実際には，電気負荷に応じた出力となり，吸気流量は低くなる

ことから，フィルタの差圧上昇はさらにゆるやかになると考える。 
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①機関出力低下(回転数は一定) 
 

②燃料噴射弁からの 
投入する燃料の減少 

③排ガス量減少 

④過給機のタービン翼仕事減 

⑤過給機の回転低下 

⑥過給機の圧縮機インペラ仕事減 

⑦過給機による吸気流量減少 

図１ 非常用ディーゼル発電機概要図

図２ 出力-吸気量変化のフロー 
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降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出 
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降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出 
 

＜目 次＞ 

1. 設置許可基準規則適合性審査での評価対象施設のうち評価すべき施設の抽出 

2. その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために

必要な施設の抽出 

3. 既許認可との整合性 

4. まとめ 

 

（別紙） 

別紙１ 海水ポンプ及び海水ストレーナに対する気中降下火砕物濃度の影響について 

別紙 2 火山影響等発生時に使用する改良型フィルタの扱いについて 

別紙 3 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）に

ついて 

別紙 4 ５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備のタービン建屋内における降

下火砕物影響について 

 

114721



  
 

降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出 

 

 

火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため，降下火砕

物に対して評価すべき施設の抽出を行う。 

抽出にあたっては，以下の観点から施設を抽出する。 

1. 設置許可基準規則適合性審査での評価対象施設のうち評価すべき施設の抽出 

2. その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な施設のうち，評価すべき施設の抽出 

 

1. 設置許可基準規則適合性審査での評価対象施設のうち評価すべき施設の抽出 

設計基準対象施設のうち，気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設を原子力発電所

の火山影響評価ガイドを参照し抽出する。抽出の方法は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 火山事象に対する評価対象施設及び影響因子の抽出 

評価対象施設は，屋内設備は当該設備を内包する建屋により防護する設計とするこ

とで，屋外設備，建屋及び屋外との接続がある設備（屋外に開口している設備又は外気

から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する設備）に分類し，抽出する。 

また，降下火砕物の特徴からその影響因子となり得る荷重，閉塞，磨耗，腐食，大気

汚染及び絶縁低下を抽出し，評価対象施設の構造や設置場所等を考慮して，各設備に対

する影響因子を抽出する。 

抽出結果を表-1 に示す。 

 

(1) 火山事象に対する評価対象施設及び影響因子の抽出 

(2) 気中降下火砕物濃度に対して評価が必要な影響因子の整理 

(3) 気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出 
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表-1 降下火砕物による各施設への影響因子の抽出結果 

分類 評価対象施設 影響因子 

屋外設備 ・軽油タンク（燃料移送ポンプ含む） 荷重，腐食，閉塞，摩耗 

建屋 

・原子炉建屋 

・タービン建屋海水熱交換器区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

荷重，腐食 

屋外との接続 

がある設備 

(屋内設備) 

・原子炉補機冷却海水ポンプ 

・原子炉補機冷却海水系ストレーナ 

・取水設備（防塵設備） 

腐食，閉塞，摩耗， 

・非常用換気空調系 腐食，閉塞，摩耗，大気汚染 

・非常用ディーゼル発電機 

（非常用ディーゼル発電機吸気系含む） 
腐食，閉塞，摩耗 

・安全保護系盤 絶縁低下 

 

(2) 気中降下火砕物濃度に対して評価が必要な影響因子の整理 

降下火砕物濃度による評価への影響を考慮し，気中降下火砕物濃度に対して評価が

必要となる影響因子は閉塞である。 

影響因子の整理結果を表-2 に示す。 

 

表-2 気中降下火砕物濃度に対して評価が必要な影響因子の整理結果 

影響因子 降下火砕物濃度による評価への影響 評価の要否 

荷重 
想定する降下火砕物の層厚は変わらないことから，荷重評価への

影響はない。 
不要 

閉塞 
気中降下火砕物濃度が増加することにより影響を受ける可能性の

あるもの（給気フィルタ）については，評価が必要。 
一部要 

腐食 
評価対象施設は，外装の塗装や耐腐食材料の使用等を行っている

ことから，短期での腐食への影響はない。 
不要 

磨耗 
降下火砕物は，砂より硬度が低くもろいことから，短期での磨耗へ

の影響はない。 
不要 

大気汚染 
中央制御室の換気空調系の再循環運転を行うこととしており，大

気汚染への影響はない。 
不要 

絶縁低下 
絶縁低下を考慮する施設は空調管理された区域に設置されている

ことから，絶縁低下への影響はない。 
不要 

：気中降下火砕物濃度に対して評価が必要となる影響因子  
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(3) 気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出 

評価対象施設の閉塞に対する評価内容の検討の結果，気中降下火砕物濃度に対する

評価が必要な再評価対象施設は非常用ディーゼル発電機吸気系である。 

非常用ディーゼル発電機吸気系以外の施設については，降下火砕物濃度の増加を考

慮しても降下火砕物の粒径や侵入量が変わらないこと等により，気中降下火砕物濃度

に対する影響はない。 

気中降下火砕物濃度に対する再評価対象施設の抽出結果を表-3に示す。 

 

表-3 気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出結果(1/2) 

評価対象施設 影響因子 評価内容及び降下火砕物濃度による影響 

軽油タンク 

（燃料移送ポンプ含む） 

荷重 

腐食 

閉塞 

摩耗 

・軽油タンクのベント管の開口部は，雪害対策として，

タンク屋根外側，地上から約 10m の高さに下向きに設

置されていることから，想定される降下火砕物堆積量

に対し，開口部閉塞及び摩耗には至らない。 

・燃料移送ポンプ及び電動機は，屋内に設置されている

ことから，降下火砕物が内部に侵入することはない。 

⇒降下火砕物の堆積量は変わらないことから，影響な

し。 

・原子炉建屋 

・タービン建屋 

海水熱交換器区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

荷重 

腐食 
影響因子として閉塞がないため評価不要 

原子炉補機冷却海水系 

ポンプ(屋内設備) 

 

腐食 

閉塞 

摩耗 

・ポンプの狭隘部は降下火砕物の粒径より大きく，降下

火砕物による閉塞には至らない。軸受部は異物逃がし

溝を設け，降下火砕物による閉塞には至らない設計と

する。また，降下火砕物は，破砕し易く摩耗による影

響は小さい。 

⇒降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし。 

（別紙 1 参照） 
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表-3 気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出結果(2/2) 

評価対象施設 影響因子 評価内容及び降下火砕物濃度による影響 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ(屋内設備) 

腐食 

閉塞 

摩耗 

・降下火砕物の粒径は，海水ストレーナのフィルタ穴径

より僅かに小さいものの，差圧管理されており，自動

洗浄されることから閉塞することはない。なお，海水

ストレーナのフィルタを通過した降下火砕物は，下流

の設備（原子炉補機冷却水系熱交換器）に対して閉塞

等の影響を与えることはない。 

⇒降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし 

（別紙 1 参照） 

取水設備（防塵設備）

(屋内設備) 

腐食 

閉塞 

摩耗 

・降下火砕物の粒径は十分小さく，取水口を閉塞するこ

とはない。 

⇒降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし 

非常用換気空調系 

(屋内設備) 

腐食 

閉塞 

摩耗 

大気汚染 

・中央制御室換気空調系については，外気取入ダンパを

閉止し，再循環運転することにより，中央制御室の居

住環境が維持されることを確認する。また，その他の

換気空調設備については，ダンパ閉止による対応が可

能である。 

⇒再循環運転及びダンパ閉止によりフィルタ閉塞の影

響なし 

非常用ディーゼル発電機 

（非常用ディーゼル 

発電機吸気系含む） 

(屋内設備) 

腐食 

閉塞 

摩耗 

降下火砕物濃度の増加に伴い，給気フィルタの閉塞時間

が短くなるため評価が必要。（詳細は別紙 2を参照） 

安全保護系盤(屋内設備) 絶縁低下 影響因子として閉塞がないため評価不要 

 

  

：気中降下火砕物濃度に対する評価が必要な施設 

118725



  
 

2. その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために

必要な施設の抽出 

火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し，非常用ディーゼル発電機の機能が

喪失した場合は，原子炉隔離時冷却系ポンプ又は高圧代替注水系ポンプを用いた原子炉

圧力容器への注水による炉心冷却を行う。また，その際に必要となる施設を抽出し，影響

因子を考慮して評価を行う。 

その他の火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な施設の抽出結果を表-4 に示す。 

 

表-4 その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を 

行うために必要な施設のうち，評価すべき施設の抽出 

必要な機能 必要な施設 影響因子 評価結果 

原子炉圧力容器

への注水による

炉心冷却 

原子炉補機冷却水ポンプ ― 

降下火砕物に対し構造健全性を有

する建屋内に設置されているため

影響なし。 

高圧炉心注水系ポンプ ― 

原子炉隔離時冷却系ポンプ ― 

高圧代替注水系ポンプ ― 

燃料ディタンク ― 

復水貯蔵槽 ― 

サプレッション・チェンバ ― 

直流 125V 蓄電池 A ― 

直流 125V 蓄電池 A-2 ― 

AM 用直流 125V 蓄電池 ― 

逃がし安全弁 ― 

格納容器圧力逃がし装置 

荷重 

腐食 

閉塞 

設置許可基準規則の適合性審査に

おいて，左記影響因子に対して健全

性を有していることを確認してい

る。（詳細は別紙 3参照） 

居住性 緊急時対策所 ― 
居住性を確実に確保するための手

順を整備する。 

通信連絡 

通信連絡設備 ― 
所内外の通信連絡機能を確実に確

保するための手順を整備する。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所用可搬型電源設備 
― 

降灰開始前に，降下火砕物に対し構

造健全性を有する建屋内に移動す

るため，影響なし。（詳細は別紙 4

を参照） 

移動のための手順を整備する。 

5 号炉原子炉建屋 荷重 

設置許可基準規則の適合性審査に

おいて，降下火砕物に対し構造健全

性を有していることを確認。 
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3. 既許認可との整合性 

気中降下火砕物濃度に対する対応が設置変更許可申請書及び工事計画認可申請書に抵

触しないことを確認している。詳細を別表に示す。 

 

4. まとめ 

火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため，降下火

砕物に対して評価すべき施設の抽出を行った。 

結果は以下のとおりである。 

 

○設置許可基準規則適合性審査での評価対象施設については，非常用ディーゼル発電機

（バグフィルタ）が抽出されたことから，外気の取入れ箇所に改良型フィルタを設置す

る手順を整備する。 

○その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために

必要な施設については，緊急時対策所の居住性を確保するための手順及び所内外の通

信連絡機能を確実に確保するための手順を整備する。 

 

以 上 
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別紙 2 
 

火山影響等発生時に使用する改良型フィルタの扱いについて 
 
(1）改良型フィルタの概要（配備目的及び運用方法） 

従来から非常用ディーゼル発電機にはフィルタを配備しているが，算出した気

中降下火砕物濃度を考慮して，火山影響等発生時に改良型フィルタを取り付け，非

常用ディーゼル発電機の継続的な運転を行えるよう手順の整備（運用による対応）

を図るものである。 
 
(2）設置許可との関連 

設置許可本文において，降下火砕物による影響因子である荷重，閉塞，腐食，摩

耗，大気汚染，絶縁低下に対する設計方針を記載している。 
気中降下火砕物濃度が増加することによる影響を受ける可能性がある影響因子

として閉塞が抽出されるが，設計基準対象施設については設置許可本文に「換気系，

電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入しに

くい設計とする」と記載している。また，重大事故等対処設備については「想定さ

れる重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条件

において，その機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使用場所）又は保管

場所に応じた耐環境性を有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。」

と記載しており，火山影響等発生時における非常用ディーゼル発電機への改良型

フィルタの取り付けは現行記載の範囲内である。 
 
次に，手順については，「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事

故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る

審査基準」に基づき，既に設置許可の本文には，前兆事象を確認した時点で事前の

対応ができる体制及び手順を整備する方針であることを記載している。 
今回の対策は，この設置許可の基本方針に基づき，保安規定にて個別に手順を定

めるものである。 
 
以上により，火山影響等発生時に改良型フィルタを取り付けることは，設置許可

に記載する基本方針の変更を必要とするものではない。 
 
(3）改良型フィルタ配備に伴う周辺機器への影響 

改良型フィルタについては，通常時から非常用ディーゼル発電機の改良型フィ

ルタ取り付けエリア近傍の屋内に配備することとしている。 
通常時から改良型フィルタを非常用ディーゼル発電機の改良型フィルタ取り付

けエリア近傍に配備することについて，社内規定文書に基づき，持込可燃物の管理，

竜巻対策上の管理，地震による周辺機器への影響の防止及び安全上重要な設備へ
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のアクセスルート等の管理について確認を行った上で保管場所を決定している。

非常用ディーゼル発電機の改良型フィルタ配備に伴う周辺機器への影響の確認結

果を表１に示す。 
 

表１ 非常用ディーゼル発電機の改良型フィルタ配備に伴う周辺機器への影響の確認結果 
確認項目 確認結果 

① 安全上重要な機器，配管，計器等精密機
器からは十分離れているか。また，固縛・

滑り止め・ボルト固定等の処置が適切に実

施できるか。  

離隔を確保した上で固定できるよう保管

するため，安全上重要な機器に影響しな

い。 

② 接触，干渉等により発電設備に影響はな
いか。 

他設備への接触，干渉等はない。 

③ 運転員，作業員の通行性（アクセスルー
ト含む）及び弁，操作盤等への操作性が確

保できる。 

配備場所はアクセスルートとの干渉はな

い。 

④ 避難通路，防火シャッター（防火扉）の
作動範囲は確保されているか。 

近傍に非難通路，防火シャッターはない

ため，作動範囲を妨げない。 
⑤ 恒設の消火器，消火栓，救急搬送用具（担
架等）の使用に影響しないか。 
また，火災検知器の機能に影響しないか。 

改良型フィルタは消火器や検知器と干渉

せず，機能に影響しない場所に配備する。 

⑥ 火災発生源になる資機材（油脂・木材・
ボンベ・ビニール・ダンボール・ウエス等

の可燃物（難燃性を含む））はないか。  

フィルタの主材料は金属であり，可燃性

ではない。また,社内規定文書に基づき管
理する。 

⑦ 屋外に配備する場合，竜巻による飛来対
策区域外であること。  

＊飛来物対策区域内の場合，飛散防止対策を

実施すること。  

屋内に配備する。  
 

⑧ 屋外に配備する場合，津波対策区域外で
あること。 

＊津波対策区域内の場合，影響評価を実施す

ること。 

津波対策区域外である。  

 
(4）まとめ 

火山影響等発生時において一時的に改良型フィルタを資機材として配備する手

順は，現行の設置許可に記載している内容のままで運用可能である。 
 

以 上 
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別紙 4 
 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備のタービン建屋内における降下火砕物

影響について 
 
１．概要 

火山影響等発生時において，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備１台

については，降下火砕物の影響を避けるため，降灰が開始する前にタービン建屋内に移

動し，大物搬入口扉を開放してタービン建屋内で使用する。 
そこで，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備をタービン建屋内で使用

する際の降下火砕物の影響について説明する。 
 
２．5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備のタービン建屋内における降下火砕

物影響 
 
(1)評価方針 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備のタービン建屋内における降下

火砕物影響について，タービン建屋内に外気が侵入する速度の観点で評価する。具体的

には，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備のエンジンでの燃焼に必要な

吸気量，タービン建屋の大物搬入口扉開口部面積を考慮し，大物搬入口扉開口部付近の

流速を算出することでタービン建屋内への降下火砕物の侵入の様態を評価する。なお，

タービン建屋大物搬入口付近は扉開口部以外に外気が流入する開口部が無いため，大

物搬入口扉以外に降下火砕物が侵入する経路はない。 
 

(2)評価条件 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及び排気ダクトの敷設図を第１

図に示す。 
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第１図 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及び排気ダクトの敷設図 

 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による吸気量を第１表に示す。こ

こで，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による吸気については，エン

ジンを通して排気ガスとなり，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備に接

続した排気ダクトから直接屋外に排出されることから，タービン建屋内への吸気量と

しては，エンジンでの燃焼に必要な吸気量 1,326m3/h を考慮する。 
 
第１表 タービン建屋内の 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の吸気量 

名 称 個数 吸気量 
5 号炉原子炉建屋内 
緊急時対策所用 
可搬型電源設備 

１台 1,326m3/h 

 
 

(3)評価結果 
第２表に示すとおりタービン建屋大物搬入口扉開口部面積と 5 号炉原子炉建屋内緊

急時対策所用可搬型電源設備による吸気量を考慮すると，約 0.0043m/s となり，非常

に低い流速となる。 
この 0.0043m/s という流速は，気象庁の「気象観測ガイドブック」のビューフォー

ト風力階級表（第２図）によると，相当風速 0.0－0.2m/s の範囲に該当し，「静穏。煙

はまっすぐに昇る。」という説明がなされている範囲の中でも限りなく下限値に近い値

であり，上空へ上る煙でさえもなびくことはない風速に相当する。 
また，タービン建屋の大物搬入口は第３図に示すように扉開口部の大きさと比較し

て奥行が長い構造となっているため，非常に低い流速及び侵入しにくい構造の効果に

より，電源車への降下火砕物の影響は問題ないと考えられる。 

建屋内 屋外

吸気排気
空
気
の
流
れ

【タービン建屋大物搬入口】

排気ダクト

131738



 
第２表 タービン建屋の大物搬入口扉開口部流速の評価条件及び評価結果 

①大物搬入口扉開口部面積（m2） 85.5 
②吸気量（m3/h） 1,326 
③大物搬入口扉開口部付近の流速（m/s） 

＝②／①／3,600 
約 0.0043 
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第２図 ビューフォート風力階級表（気象庁「気象観測ガイドブック」P32 より） 
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第３図 タービン建屋の大物搬入口配置の概要 
 
 
３．まとめ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備をタービン建屋内で使用する際の

降下火砕物の影響については，非常に低い流速及び侵入しにくい構造の効果により，問題

ないと考えられる。 
 

以上 
 
 

約28m

約9m

約9.5m
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黄色：設計条件に関する記載 緑色：非常用ディーゼル発電機に関する記載 水色：運用に関する記載 
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b. 火山 

外部事象防護対象施設は，発電所の運用期間中

において発電所の安全性に影響を及ぼし得る火山

事象として①設置（変更）許可を受けた降下火砕物

の特性を設定し，その降下火砕物が発生した場合

においても，外部事象防護対象施設が安全機能を

損なうおそれがない設計とする。 

重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は外

部事象防護対象施設及び同じ機能を有する他の重

大事故等対処設備と位置的分散を図り設置するこ

とにより，外部事象防護対象施設の安全機能と同

時にその機能を損なわない設計とする。 

 なお，定期的に新知見の確認を行い，新知見が得

られた場合に評価することを保安規定に定めて管

理する。 

 

(a) 防護設計における降下火砕物の特性の設定 

①設計に用いる降下火砕物は，設置（変更）許可

を受けた，層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，密度

1.5g/cm3（湿潤状態）と設定する。 

 

(b) 降下火砕物に対する防護対策 

降下火砕物の影響を考慮する施設は，降下火砕

(a-8) 火山 

安全施設は，柏崎刈羽原子力発電所の運用期

間中において柏崎刈羽原子力発電所の安全機能

に影響を及ぼし得る火山事象として①設定した

層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3（湿

潤状態）の降下火砕物に対し，以下のような設計

とすることにより降下火砕物による直接的影響

に対して機能維持すること，若しくは，降下火砕

物による損傷を考慮して，代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない期間

での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なわない設計

とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有す

る設計とすること 

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しな

い設計とすること 

・②換気系，電気系及び計測制御系に対する機械

的影響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入しに

くい設計とすること 

・水循環系の内部における摩耗並びに③換気系，

電気系及び計測制御系に対する機械的影響

（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とするこ

1.8.8 火山防護に関する基本方針 

1.8.8.1 設計方針 

(1) 火山事象に対する設計の基本方針 

安全施設が火山事象に対して，発電用原子炉施設

の安全性を確保するために必要な安全機能を損なわ

ないよう，発電用原子炉施設内において添付書類六

の「7.7 火山」で評価し抽出された柏崎刈羽原子力発

電所に影響を及ぼし得る火山事象である降下火砕物

に対して，対策を行い，建屋による防護，構造健全

性の維持，代替設備の確保等によって，安全機能を

損なわない設計とする。 

降下火砕物によってその安全機能が損なわれない

ことを確認する必要がある施設を，安全重要度分類

のクラス 1，クラス 2 及びクラス 3 に属する構築

物，系統及び機器とする。 

降下火砕物によってその安全機能が損なわれない

ことを確認する必要がある施設のうち，外部事象防

護対象施設は，建屋による防護又は構造健全性の維

持により安全機能を損なわない設計とする。 

(2) 降下火砕物の設計条件 

a. 設計条件の検討・設定 

柏崎刈羽原子力発電所の敷地において考慮する火

山事象として，添付書類六の「7.7 火山」に示すとお

 

 

 

① 今回の保安規定申請は，工認及び設置許可

の左記記載事項に影響するものではないた

め，変更不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今回の保安規定変更申請により，非常用デ

ィーゼル発電機機関に降下火砕物が容易に

侵入しにくい設計は変えないため，変更不

要 

③ 今回の保安規定申請により，非常用ディー

ゼル発電機機関が摩耗しにくい設計を変え

るものではないため，変更不要 
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物による「直接的影響」及び「間接的影響」に対し

て，以下の適切な防護措置を講じることで安全性

を損なうおそれがない設計とする。 

 

イ. 直接的影響に対する設計方針 

（イ）構造物への荷重 

外部事象防護対象施設のうち，屋外に設置して

いる施設及び外部事象防護対象施設を内包する施

設，並びに防護措置として設置する防護対策施設

については，降下火砕物が堆積しやすい構造を有

する場合には荷重による影響を考慮する。 

これらの施設については，降下火砕物を除去す

ることにより，降下火砕物による荷重並びに火山

と組み合わせる地震及び積雪の荷重を短期的な荷

重として考慮し，機能を損なうおそれがないよう

構造健全性を維持する設計とする。 

②なお，降下火砕物が長期的に堆積しないよう，

当該施設に堆積する降下火砕物を適宜除去するこ

とを保安規定に定めて管理する。 

屋内の重大事故等対処設備については，降下火

砕物による短期的な荷重により機能を損なわない

ように，降下火砕物による組合せを考慮した荷重

に対し安全裕度を有する建屋内に設置する設計と

と 

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学

的影響（腐食）並びに①換気系，電気系及び計

測制御系に対する化学的影響（腐食）に対して

短期での腐食が発生しない設計とすること 

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室の

非常用換気空調系は降下火砕物が侵入しにく

く，さらに外気を遮断できる設計とすること 

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対し

て空気を取り込む機構を有する計測制御系統

施設（安全保護系盤）の設置場所の非常用換気

空調系は降下火砕物が侵入しにくい設計とす

ること 

・②降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響

に対して，降下火砕物の除去や非常用換気空

調系外気取入口のバグフィルタの取替え若し

くは清掃，又は，換気空調系の停止若しくは再

循環運転の実施により安全機能を損なわない

設計とすること 

さらに，降下火砕物による間接的影響である 7

日間の外部電源喪失，柏崎刈羽原子力発電所外

での交通の途絶によるアクセス制限事象に対

し，柏崎刈羽原子力発電所の安全性を維持する

り，文献，既往解析結果の知見及び降下火砕物シミ

ュレーションを用い検討した結果，降下火砕物の層

厚を約 23.1cm と評価した。想定する降下火砕物の

最大層厚は，評価結果の約 23.1cm に対し，敷地内

で給源不明なテフラの最大層厚 35cm が確認されて

いることを踏まえ，保守的に 35cm と設定する。な

お，鉛直荷重については，湿潤状態の降下火砕物に，

プラント寿命期間を考慮して年超過確率 10-2 規模

の積雪を踏まえ設定する。 

粒径及び密度については，文献調査の結果を踏ま

え，粒径 8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3（湿潤状態）と

設定する。 

(3) 評価対象施設の抽出 

外部事象防護対象施設のうち，屋内設備は内包す

る建屋により防護する設計とし，評価対象施設を，

屋外設備，建屋及び屋外との接続がある設備（屋外

に開口している設備又は外気から取り入れた屋内の

空気を機器内に取り込む機構を有する設備）に分類

し，抽出する。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，

降下火砕物により損傷した場合であっても，代替手

段があること等により安全機能は損なわれない。 

 

 

 

① 非常用ディーゼル発電機に対して短期で

の腐食が発生しない設計は変わらないた

め，変更不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今回の保安規定申請により、静的負荷に対

する運用は変わらない。また、腐食等に対す

る運用については、左記の運用を包絡する対

応を実施するため、変更不要 
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する。 

屋外の重大事故等対処設備については，降下火

砕物による荷重により機能を損なわないように，

降下火砕物を適宜除去することにより，外部事象

防護対象施設の安全機能と同時に重大事故等対処

設備の重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがない設計とする。 

なお，①降下火砕物により必要な機能を損なう

おそれがないよう，屋外の重大事故等対処設備に

堆積する降下火砕物を適宜除去することを保安規

定に定めて管理する。 

 

（ロ） 閉塞 

i． 水循環系の閉塞 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

む海水の流路となる施設については，降下火砕物

に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下火砕

物の粒径より大きな流路幅を設けることにより，

水循環系の狭隘部が閉塞しない設計とする。 

 

ii． 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的

影響（閉塞） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

ために必要となる電源の供給が継続でき，安全

機能を損なわない設計とする。 

a . 屋外設備 

・軽油タンク 

・燃料移送ポンプ 

b . 建屋 

・原子炉建屋 

・タービン建屋海水熱交換器区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

c. 屋外との接続がある設備 

・原子炉補機冷却海水系 

（海水ポンプ・海水ストレーナ） 

・取水設備（除塵装置） 

・非常用換気空調系 

（非常用ディーゼル発電機電気品区域換気空調

系（非常用ディーゼル発電機非常用送風機含

む），中央制御室換気空調系，コントロール建

屋計測制御電源盤区域換気空調系，海水熱交換

器区域換気空調系） 

・非常用ディーゼル発電機 

・非常用ディーゼル発電機吸気系 

・安全保護系盤 

上記により抽出した評価対象施設を第 1.8.8－1 

表に示す。 

 

 

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 
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む空気の流路となる非常用換気空調系について

は，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがない

よう，①外気取入口にバグフィルタを設置するこ

とにより，フィルタメッシュより大きな降下火砕

物が内部に侵入しにくい設計とし，さらに降下火

砕物がバグフィルタに付着した場合でも取替え又

は清掃が可能な構造とすることで，降下火砕物に

より閉塞しない設計とする。 

非常用換気空調系以外の降下火砕物を含む空気

の流路となる換気系，電気系及び計測制御系の施

設についても，降下火砕物に対し，機能を損なうお

それがないよう，降下火砕物が侵入しにくい構造，

又は降下火砕物が侵入した場合でも，降下火砕物

により流路が閉塞しない設計とする。 

なお，②降下火砕物により閉塞しないよう，外気

取入ダンパの閉止，換気空調系の停止，再循環運転

の実施等を保安規定に定めて管理する。 

 

（ハ） 摩耗 

i． 水循環系の内部における摩耗 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

む海水の流路となる施設の内部における摩耗につ

いては，主要な降下火砕物は砂と同等又は砂より

(4) 降下火砕物による影響の選定 

降下火砕物の特徴及び評価対象施設の構造や設置

状況等を考慮して，降下火砕物が直接及ぼす影響と

それ以外の影響を直接的影響及び間接的影響として

選定する。 

a. 降下火砕物の特徴 

各種文献の調査結果より，降下火砕物は以下の特

徴を有する。 

(a) 火山ガラス片，鉱物結晶片から成る。ただし，火

山ガラス片は砂よりもろく硬度は低く，主要な鉱

物結晶片の硬度は砂同等またはそれ以下である。 

(b) 硫酸等を含む腐食性のガスが付着している。た

だし，金属腐食研究の結果より，直ちに金属腐食

を生じさせることはない。 

(c) 水に濡れると導電性を生じる。 

(d) 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する。 

(e) 降下火砕物粒子の融点は約 1,000℃であり，一般

的な砂に比べ低い。 

b. 直接的影響 

降下火砕物の特徴から直接的影響の要因となる荷

重，閉塞，摩耗，腐食，大気汚染，水質汚染及び絶

縁低下を抽出し，評価対象施設の構造や設置状況等

を考慮して直接的な影響因子を以下のとおり選定す

 

① 今回の保安規定申請により，非常用ディー

ゼル発電機機関に降下火砕物が容易に侵入し

にくい設計は変わらないため，変更不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 
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硬度が低くもろいことから摩耗による影響は小さ

いが，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがな

いよう，定期的な内部点検及び日常保守管理によ

り，摩耗しにくい設計とする。 

①なお，降下火砕物により摩耗が進展しないよ

う，日常保守管理における点検及び必要に応じた

補修の実施を保安規定に定めて管理する。 

 

ii． 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的

影響（摩耗） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

む空気を取り込みかつ摺動部を有する換気系，電

気系及び計測制御系の施設については，降下火砕

物に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下火

砕物が侵入しにくい構造とすること又は摩耗しに

くい材料を使用することにより，摩耗しにくい設

計とする。 

なお，①降下火砕物により摩耗が進展しないよ

う，外気取入ダンパの閉止，換気空調系の停止等を

保安規定に定めて管理する。 

 

（ニ） 腐食 

i． 構造物の化学的影響（腐食） 

る。 

(a) 荷重 

「荷重」について考慮すべき影響因子は，屋外設

備及び建屋の上に堆積し静的な負荷を与える「構造

物への静的負荷」，並びに屋外設備及び建屋に対し

降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」である。 

評価に当たっては以下の荷重の組み合わせ等を考

慮する。 

(a-1) 評価対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重 

評価対象施設に作用する荷重として，自重等の常

時作用する荷重，内圧等の運転時荷重を適切に組み

合わせる。 

(a-2) 設計基準事故時荷重 

外部事象防護対象施設は，降下火砕物によって安

全機能を損なわない設計とするため，設計基準事故

とは独立事象である。また，評価対象施設のうち設

計基準事故時荷重が生じる屋外設備としては，軽油

タンク及び燃料移送ポンプが考えられるが，設計基

準事故時においても，通常運転時の系統内圧力及び

温度と変わらないため，設計基準事故により考慮す

べき荷重はなく，設計基準事故時荷重と降下火砕物

との組み合わせは考慮しない。 

(a-3) その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組み

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 
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別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

外部事象防護対象施設のうち，屋外に設置して

いる施設及び外部事象防護対象施設を内包する施

設，並びに防護措置として設置する防護対策施設

については，降下火砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，耐食性のある材料の使用又は塗装

を実施することにより，降下火砕物による短期的

な腐食が発生しない設計とする。 

なお，降下火砕物により①長期的な腐食の影響

が生じないよう，日常保守管理における点検及び

補修の実施を保安規定に定めて管理する。 

屋内の重大事故等対処設備については，降下火

砕物による短期的な腐食により機能を損なわない

ように，耐食性のある塗装を実施した建屋内に設

置する設計とする。 

屋外の重大事故等対処設備については，降下火

砕物を適宜除去することにより，降下火砕物によ

る腐食に対して，外部事象防護対象施設の安全機

能と同時に重大事故等対処設備の重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

い設計とする。 

なお，①降下火砕物により腐食の影響が生じな

いよう，屋外の重大事故等対処設備に堆積する降

下火砕物を適宜除去することを保安規定に定めて

合わせ 

降下火砕物と組み合わせを考慮すべき火山以外の

自然現象は，荷重の影響において地震及び積雪であ

り，降下火砕物の荷重と適切に組み合わせる。 

(b) 閉塞 

「閉塞」について考慮すべき影響因子は，降下火

砕物を含む海水が流路の狭隘部等を閉塞させる「水

循環系の閉塞」，並びに降下火砕物を含む空気が機

器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系，

電気系及び計測制御系の機械的影響（閉塞）」であ

る。 

(c) 摩耗 

「摩耗」について考慮すべき影響因子は，降下火

砕物を含む海水が流路に接触することにより配管等

を摩耗させる「水循環系の内部における摩耗」，並

びに降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵

入し摩耗させる「換気系，電気系及び計測制御系の

機械的影響（摩耗）」である。 

(d) 腐食 

「腐食」について考慮すべき影響因子は，降下火

砕物に付着した腐食性のガスにより屋外設備及び建

屋の外面を腐食させる「構造物への化学的影響（腐

食）」，換気系，電気系及び計測制御系において降

 

 

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 
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別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

管理する。 

 

ii． 水循環系の化学的影響（腐食） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

む海水の流路となる施設については，降下火砕物

に対し，機能を損なうおそれがないよう，耐食性の

ある材料の使用又は塗装等を実施することによ

り，降下火砕物による短期的な腐食が発生しない

設計とする。 

なお，①降下火砕物により長期的な腐食の影響

が生じないよう，日常保守管理における点検及び

補修の実施を保安規定に定めて管理する。 

 

iii． 換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的

影響（腐食） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含

む空気の流路となる施設については，降下火砕物

に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下火砕

物が侵入しにくい構造とすること，耐食性のある

材料の使用又は塗装を実施することにより，降下

火砕物による短期的な腐食が発生しない設計とす

る。 

なお，①降下火砕物により長期的な腐食の影響

下火砕物を含む空気の流路等を腐食させる「換気系，

電気系及び計測制御系の化学的影響（腐食）」，並

びに海水に溶出した腐食性成分により海水管等を腐

食させる「水循環系の化学的影響（腐食）」である。 

(e) 大気汚染 

「大気汚染」について考慮すべき影響因子は，降

下火砕物により汚染された発電所周辺の大気が運転

員の常駐する中央制御室内に侵入することによる居

住性の劣化，降下火砕物の除去，屋外設備の点検等，

屋外における作業環境を劣化させる「発電所周辺の

大気汚染」である。 

(f) 水質汚染 

「水質汚染」については，外部から供給される水

源である，市水道水に降下火砕物が混入することに

よる汚染が考えられるが，柏崎刈羽原子力発電所で

は給水処理設備により水処理した給水を使用してお

り，また水質管理を行っていることから，安全施設

の安全機能には影響しない。 

(g) 絶縁低下 

「絶縁低下」について考慮すべき影響因子は，湿

った降下火砕物が，電気系及び計測制御系絶縁部に

導電性を生じさせることによる盤の「絶縁低下」で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①今回の保安規定申請により，左記運用は変わ

らないため，変更不要 
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別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

が生じないよう，日常保守管理における点検，補修

の実施等を保安規定に定めて管理する。 

 

（ホ） 発電所周辺の大気汚染 

外部事象防護対象施設のうち，中央制御室換気

空調系（「6,7 号機共用」（以下同じ。））につい

ては，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがな

いよう，バグフィルタを設置することにより，降下

火砕物が中央制御室（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

に侵入しにくい設計とする。 

また，中央制御室換気空調系については，外気取

入ダンパの閉止及び再循環運転を可能とすること

により，中央制御室内への降下火砕物の侵入を防

止する。さらに外気取入遮断時において，酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施し，室内の

居住性を確保する設計とする。 

なお，①降下火砕物による中央制御室の大気汚

染を防止するよう，再循環運転の実施等を保安規

定に定めて管理する。 

 

（ヘ） 絶縁低下 

外部事象防護対象施設のうち，空気を取り込む

機構を有する電気系及び計測制御系の盤について

c. 間接的影響 

降下火砕物によって柏崎刈羽原子力発電所に間接

的な影響を及ぼす因子は，湿った降下火砕物が送電

線の碍子，開閉所の充電露出部等に付着し絶縁低下

を生じさせることによる広範囲にわたる送電網の損

傷に伴う「外部電源喪失」，並びに降下火砕物が道

路に堆積することによる交通の途絶に伴う「アクセ

ス制限」である。 

(5) 降下火砕物の直接的影響に対する設計 

直接的影響については，評価対象施設の構造や設

置状況等（形状，機能，外気吸入や海水通水の有無

等）を考慮し，想定される各影響因子に対して，影

響を受ける各評価対象施設が安全機能を損なわない

以下の設計とする。なお，評価対象施設のうち，屋

外設備及び建屋は，「粒子の衝突」に対して，「1.8.2 

竜巻防護に関する基本方針」に基づく設計によって，

安全機能を損なわない設計とする。 

a. 軽油タンク（燃料移送ポンプ含む） 

「構造物への静的負荷」について，当該施設の許

容荷重が，降下火砕物による荷重に対して安全裕度

を有することにより，構造健全性を失わず安全機能

を損なわない設計とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 
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別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

は，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがない

よう，安全保護系盤の設置場所の換気空調系にバ

グフィルタを設置することにより，降下火砕物が

侵入しにくい設計とする。 

なお，①中央制御室換気空調系については，降下

火砕物による安全保護系盤の絶縁低下を防止する

よう，外気取入ダンパの閉止，再循環運転の実施等

を保安規定に定めて管理する。 

 

ロ. 間接的影響に対する設計方針 

降下火砕物による間接的影響である長期（7 日

間）の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶

によるアクセス制限事象に対し，発電用原子炉及

び使用済燃料貯蔵プールの安全性を損なわないよ

うにするために，7 日間の電源供給が継続できるよ

う，非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵するた

めの軽油タンク（「重大事故等時のみ 6,7 号機共

用」（以下同じ。）），燃料を移送するための非常

用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ等を降下火

砕物の影響を受けないよう設置する設計とする。 

 

 

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，外装の塗装等によって，短期

での腐食により安全機能を損なわない設計とする。

なお，降灰後の長期的な腐食の影響については，日

常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設

計とする。 

「閉塞」及び「摩耗」については，軽油タンクの

ベント管を下向きに取り付ける，また，燃料移送ポ

ンプは，降下火砕物が侵入しにくい設計とする。 

b. 外部事象防護対象施設を内包する建屋 

原子炉建屋，タービン建屋海水熱交換器区域，コ

ントロール建屋及び廃棄物処理建屋は，「構造物へ

の静的負荷」について，当該施設の許容荷重が，降

下火砕物による荷重に対して安全裕度を有すること

により，構造健全性を失わず安全機能を損なわない

設計とする。なお，建屋の評価は，建築基準法にお

ける積雪の荷重の考え方に準拠し，降下火砕物の除

去を適切に行うことから，降下火砕物の荷重を短期

に生じる荷重とし，建築基準法による短期許容応力

度を許容限界とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，外装の塗装等によって，短期

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

143750



 

 
黄色：設計条件に関する記載 緑色：非常用ディーゼル発電機に関する記載 水色：運用に関する記載 

別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

での腐食により安全機能を損なわない設計とする。

なお，降灰後の長期的な腐食の影響については，日

常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設

計とする。 

c. 原子炉補機冷却海水ポンプ 

「閉塞」については，降下火砕物は粘土質ではな

いことから水中で固まり閉塞することはないが，降

下火砕物の粒径に対し十分な流路幅を設ける設計と

するとともに，ポンプ軸受部が閉塞しない設計とす

る。 

「摩耗」については，主要な降下火砕物は砂と同

等または砂より硬度が低くもろいことから，摩耗の

影響は小さく，また，日常保守管理等により，状況

に応じて補修が可能であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，耐食性のある材料の使用や塗

装の実施等によって，短期での腐食により安全機能

を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な

腐食の影響については，日常保守管理等により，状

況に応じて補修が可能な設計とする。 

d. 原子炉補機冷却海水系ストレーナ 
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基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

「閉塞」については，降下火砕物の粒径に対し十

分な流路幅を設ける又は差圧の確認が可能な設計と

する。 

「摩耗」については，主要な降下火砕物は砂と同

等または砂より硬度が低くもろいことから，摩耗の

影響は小さく，また，日常保守管理等により，状況

に応じて補修が可能であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，耐食性のある材料の使用や塗

装の実施等によって，短期での腐食により安全機能

を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な

腐食の影響については，日常保守管理等により，状

況に応じて補修が可能な設計とする。 

e. 取水設備（除塵装置） 

「閉塞」については，降下火砕物の粒径に対し十

分な流路幅を設ける設計とする。 

「摩耗」については，主要な降下火砕物は砂と同

等または砂より硬度が低くもろいことから，摩耗の

影響は小さく，また，日常保守管理等により，状況

に応じて補修が可能であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。 
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基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，耐食性のある材料の使用や塗

装の実施等によって，短期での腐食により安全機能

を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な

腐食の影響については，日常保守管理等により，状

況に応じて補修が可能な設計とする。 

f. 非常用換気空調系 

①非常用換気空調系（非常用ディーゼル発電機電

気品区域換気空調系（非常用ディーゼル発電機非常

用送風機含む），中央制御室換気空調系，コントロ

ール建屋計測制御電源盤区域換気空調系，海水熱交

換器区域換気空調系）は，③「閉塞」及び「摩耗」

について，外気取入口に，ルーバが取り付けられて

おり，下方から吸い込む構造であること，非常用換

気空調系のバグフィルタを設置することで，降下火

砕物が流路に侵入しにくい設計とする。さらに降下

火砕物がバグフィルタに付着した場合でも取替え又

は清掃が可能な構造とすることで，降下火砕物によ

り閉塞しない設計とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，金属材料を用いることによっ

 

 

 

 

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，換気空調設備

の設計は変えないため，変更不要 
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基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

て，短期での腐食により安全機能を損なわない設計

とする。なお，降灰後の長期的な腐食の影響につい

ては，日常保守管理等により，状況に応じて補修が

可能な設計とする。 

「大気汚染」については，①中央制御室換気空調

系の外気取入ダンパの閉止及び再循環運転を可能と

することにより，中央制御室内への降下火砕物の侵

入を防止すること，さらに外気取入遮断時において

室内の居住性を確保できる設計とする。 

g. 非常用ディーゼル発電機（非常用ディーゼル発電機

吸気系含む） 

「閉塞」については，非常用ディーゼル発電機の

吸気口の上流側の外気取入口には，ルーバが取り付

けられており，下方から吸い込む構造であること，

非常用換気空調系のバグフィルタを設置することに

より，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内

部に侵入しにくい設計とし，また，降下火砕物がバ

グフィルタに付着した場合でも取替え又は清掃が可

能な構造とすることで，降下火砕物により閉塞しな

い設計とする。 

「摩耗」については，主要な降下火砕物は砂と同

等または砂より硬度が低くもろいことから，摩耗の

影響は小さく，かつ構造上の対応として，吸気口の

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記設計は変

わらないため，変更不要 
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黄色：設計条件に関する記載 緑色：非常用ディーゼル発電機に関する記載 水色：運用に関する記載 

別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

上流側の外気取入口には，ルーバが取り付けられて

おり，下方から吸い込む構造であること，非常用換

気空調系のバグフィルタを設置することで，降下火

砕物が流路に侵入しにくい設計とし，仮に当該設備

の内部に降下火砕物が侵入した場合でも耐摩耗性の

ある材料を使用することで，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。 

「腐食」については，金属腐食研究の結果より，

降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直ちに金

属腐食は生じないが，金属材料を用いることによっ

て，短期での腐食により安全機能を損なわない設計

とする。なお，降灰後の長期的な腐食の影響につい

ては，日常保守管理等により，状況に応じて補修が

可能な設計とする。 

h. 安全保護系盤 

当該機器の設置場所は非常用ディーゼル発電機電

気品区域換気空調系（非常用ディーゼル発電機非常

用送風機含む）及び中央制御室換気空調系により，

空調管理されており，①外気取入口にはバグフィル

タを設置することで，降下火砕物による「絶縁低下」

により安全機能を損なわない設計とする。 

(6) 降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 今回の保安規定申請により，左記設計は変

わらないため，変更不要 
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黄色：設計条件に関する記載 緑色：非常用ディーゼル発電機に関する記載 水色：運用に関する記載 

別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

範囲にわたる送電網の損傷による 7 日間の外部電

源喪失及び発電所外での交通の途絶によるアクセス

制限事象が生じた場合については，降下火砕物に対

して非常用ディーゼル発電機の安全機能を維持する

ことで，発電用原子炉の停止及び停止後の発電用原

子炉の冷却，並びに使用済燃料プールの冷却に係る

機能を担うために①必要となる電源の供給が非常用

ディーゼル発電機により継続できる設計とすること

により，安全機能を損なわない設計とする。電源の

供給に関する設計方針は「10.1 非常用電源設備」に

記載する。 

1.8.8.2 手順等 

(1) ②降灰が確認された場合には，建屋や屋外の設備等

に長期間降下火砕物の荷重をかけ続けないこと，ま

た降下火砕物の付着による腐食等が生じる状況を緩

和するために，評価対象施設等に堆積した降下火砕

物の除灰を適切に実施する。 

(2) 降灰が確認された場合には，状況に応じて外気取入

ダンパの閉止，換気空調系の停止又は再循環運転に

より，建屋内への降下火砕物の侵入を防止する手順

を定める。 

(3)③ 降灰が確認された場合には，非常用換気空調系の

外気取入口のバグフィルタについて，バグフィルタ

 

 

 

 

 

 

①今回の保安規定申請により，左記設計は変わ

らないため，変更不要 

 

 

 

 

② 今回の保安規定申請により，左記運用は変

わらないため，変更不要 

 

 

 

 

 

 

 

③今回の保安規定申請では、左記運用を包絡す

る対応を実施するため、変更不要 
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黄色：設計条件に関する記載 緑色：非常用ディーゼル発電機に関する記載 水色：運用に関する記載 

別表 

基本設計方針 設置許可本文 設置許可添付書類八 備 考 

の差圧を確認するとともに，状況に応じて取替え又

は清掃を実施する。 
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柏崎刈羽原子力発電所保安規定の変更について 

 

柏崎刈羽原子力発電所保安規定（以下，「保安規定」という。）を以下の通り変更する。 

 

１．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則等の一

部改正に伴う発電用原子炉設置変更許可申請書記載事項の一部追加による変更。 

 

平成２９年５月１日に施行された実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び

設備の基準に関する規則などにより，原子力発電所における中央制御室の運転員等に対す

る有毒ガス防護を求められたことに伴い，柏崎刈羽原子力発電用原子炉設置変更許可申請

書の記載事項を一部追加した。 

これに対応するため，原子炉施設内において有毒ガスを確認した場合の対応に関連する

保安規定条文の追加，一部変更を行う。 

 

 

・第３条（品質保証計画） 

・第５条（保安に関する職務） 

・第７条（原子力発電保安運営委員会） 

・第９条（原子炉主任技術者の職務等） 

・第１４条（マニュアルの作成） 

・第１７条の５（有毒ガス発生時の体制の整備） 

・第１７条の７（重大事故等発生時の体制の整備） 

・第１１８条（所員への保安教育） 

・添付２ （火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒ガス対応に係る実施基準） 

・添付３（重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準） 
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新たな有毒化学物質確認時における対応について 

 

設置許可申請では，柏崎刈羽原子力発電所における有毒ガス発生時の影響評価を実施し

ており，敷地内固定源はスクリーニング評価対象物質が無いことを確認している。また敷

地外固定源及び敷地内可動源に対しては，漏えい時の評価を実施し，6，7号炉中央制御室

及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所において，各々の有毒ガス濃度の防護判断基準値に

対する和が 1 を下回る（運転員等の対処能力が損なわれない）ことから，設置許可基準規

則にて定義される「有毒ガス発生源」はなく，検出器及び警報装置を設けなくとも，運転

員等は，中央制御室等に一定期間とどまり，支障なく必要な措置をとるための操作を行う

ことができることを確認している。 

そのため，現時点では，防護措置は不要であるが，今後，新たな薬品を使用する場合に

は，以下に示す固定源・可動源の特定フロー等を基に，有毒ガス防護に係る影響評価ガイ

ドへの適合性を確認し，必要に応じて防護措置を取ることを発電所の文書に定め，運用管

理するものとする。 

 
保安規定記載 

添付２ ７．４手順書の整備 

ア．有毒ガス防護の確認に関する手順 

（ア）各ＧＭは，発電所敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガスを発

生させるおそれのある有毒化学物質（以下，「固定源」という。）及び発電所敷

地内において輸送手段の輸送容器に保管されている有毒ガスを発生させるお

それのある有毒化学物質（以下，「可動源」という。）に対して，（イ）項及び

（ウ）項の実施により，運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防

護のための判断基準値を下回るようにする。 

（イ）化学管理ＧＭは，発電所敷地内における新たな有毒化学物質の有無を確認し，

技術計画ＧＭは中央制御室等から半径１０ｋｍ近傍における新たな有毒化学

物質の有無を確認する。化学管理ＧＭは，発電所敷地内における新たな固定源

又は可動源を評価対象として特定した場合，技術計画ＧＭに連絡する。技術計

画ＧＭは，有毒ガスが発生した場合の吸気中の有毒ガス濃度評価を実施し，評

価結果に基づき必要な有毒ガス防護を実施する。 

（ウ）各ＧＭは可動源の輸送ルートについて，運転員及び緊急時対策所内で指示を

行う要員の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が有毒ガス防護のための判断基

準値を下回るよう運用管理を実施する。 

  

１． 発電所敷地内における固定源の確認 

作業等で新たな有毒化学物質を取扱う場合および有毒化学物質の性状，貯蔵状況等※１の

変更を行う場合は，当該化学物質が有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質であ

るか，現状の評価に影響を与えるものであるかの確認を図１に示す「作業等で取扱う新た

な有毒化学物質等の評価フロー」により実施し，必要により有毒ガス影響評価，防護措置

の検討および防護措置を実施※２する。 
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※１性状，貯蔵状況等とは，化学物質の濃度，揮発性，エアロゾル化の有無，化学物質の

貯蔵量，建屋内での保管，換気量，ボンベ保管を示す。 

※２有毒ガス影響評価結果が有毒ガス防護のための判断基準値を超過する場合には，防護

措置の検討結果を踏まえ，再度有毒ガス影響評価を行い，有毒ガス防護のための判断基準

値を下回るまで防護措置の検討および防護措置の実施を繰り返した後，作業等を行う。 
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図１ 作業等で取扱う新たな有毒化学物質等の評価フロー 

各グループ 化学管理G 技術計画G

発電所

【必要の都度】

作業等で新たな化

学物質を取り扱う

場合および発電所

敷地内に保管する

化学物質の性状、

貯蔵状況等の変更

を行う場合

化学物質・危
険物リストと照
合する 調査対象の有毒化学

物質に該当するかを

確認

有毒ガス

影響評価

を実施

必要な防護

措置の検討

必要に応じて

防護措置を実

施

作業の実施

必要に応じて化学物質・
危険物リストに反映

リストに

一致するもの

がある場合

リストに

一致するものが
ない場合

調査対象外

調査対象

防護判断基準値超過

防護判断基準値未満

※

※

性状，貯蔵状況等を

踏まえた持ち込みの

判断

※

可 不可

各グループへ差し戻し

（性状，貯蔵状況等を踏ま

えて持ち込みを再検討）

化学物質・危険物リスト

に登録
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２．発電所敷地外における固定源の確認 

1回/5年の頻度で中央制御室等から半径10km近傍の範囲における新たな固定源の設置状

況について調査を関係省庁に依頼し，新たな固定源の設置の有無，既存の固定源での現状の

評価に影響を与えるような性状，貯蔵状況等の変更の有無の確認を図２に示す「発電所敷地

外の固定源評価フロー」により実施し，必要により有毒ガス影響評価，防護措置の検討およ

び防護措置を実施する。 

また，これに限らず，当該範囲において新たな固定源の設置，既存の固定源での現状の評

価に影響を与えるような性状，貯蔵状況等の変更に関する情報を入手した場合には，必要に

より有毒ガス影響評価，防護措置の検討および防護措置を実施する。 
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図２ 発電所敷地外の固定源評価フロー 

  

各グループ 技術計画G

発電所

【必要の都度】
情報の入手

整理表と照合
する

調査対象の有毒化学

物質が
「固定源」に該当する

かを確認

有毒ガス

影響評価

を実施

必要な防護

措置の検討

必要に応じて

防護措置を実

施

対応完了

必要に応じて
整理表に反映

整理表に

一致するものが
ある場合

整理表に

一致するものが
ない場合

固定源に該当しない

固定源に該当

防護判断基準値超過

防護判断基準値未満

【定期的な調査】
届出状況の調査

※

※

※

※
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３．発電所敷地内における可動源の確認 

作業等で新たな有毒化学物質を取扱う場合および有毒化学物質の性状，貯蔵状況等の変更

を行う場合は，当該化学物質が有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質であるか，

現状の評価に影響を与えるものであるかの確認を図１に示す「作業等で取扱う新たな有毒化

学物質等の評価フロー」により実施し，必要により有毒ガス影響評価，防護措置の検討およ

び防護措置を実施する。 

また，有毒ガス影響評価の際に想定した輸送ルートとは別の輸送ルートを通過することも

想定されるが，その場合においては，可動源から漏えいする有毒ガスによって，評価点の濃

度が防護判断基準値を超えることがないよう，評価点に対する離隔距離が十分確保されてい

ること等を確認する。 
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5. 有毒ガス防護に対する妥当性の判断 

柏崎刈羽原子力発電所において，6，7号炉中央制御室及び5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所の防護対象となる運転・対処要員の対処能力が著しく損なわ

れることがないように，有毒ガス防護対策を以下のとおり実施する。 

 

5.1 対象発生源がある場合の対策 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉に対しては，対象発生源がないこと

から，“対象発生源がある場合の対策”に該当するものはない。 

 

5.2 予期せず発生する有毒ガスに関する対策 

予期せず発生する有毒ガスが及ぼす影響により，運転・対処要員のうち

初動対応を行う者（以下「運転・初動要員」という。）の対処能力が著しく

損なわれることがないように，運転・初動要員に対して，以下の対策を実

施する。 

 

5.2.1 防護具等の配備等 

中央制御室及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，必要人数分の酸素呼吸器を有毒ガス防護用に配備するとと

もに，予期せず発生する有毒ガスからの防護のための実施体制及び手

順を整備する。 

酸素ボンベについては，酸素呼吸器を 1 人当たり 6 時間使用するた

めに必要となる数量を有毒ガス防護用に配備する。 

さらに，予期せず発生する有毒ガスに対し，継続的な対応が可能と

なるよう，バックアップの供給体制を整備する。 

 

(1) 必要人数分の酸素呼吸器の配備 

中央制御室及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため，第 5.2.1-1 表に

示す，必要となる酸素呼吸器の数量を確保し，所定の場所に配備する。 
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第 5.2.1-1 表 酸素呼吸器の配備 

対象箇所（防護対象者） 要員数 酸素呼吸器数量 配備場所 

中央制御室 

（運転員） 

18人※1 

13人※2 

10人※3 

18個※1 

13個※2 

10個※3 

6,7号炉 中央

制御室及び

6,7号炉 サー

ビス建屋※4 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

（運転員以外の運転・初動要員） 
4人 4個 

5号炉 

サービス建屋 

※1：6号及び7号炉がどちらも運転中の場合 

※2：6号及び7号炉のどちらかが停止中の場合 

※3：6号及び7号炉のどちらも停止中の場合 

※4：6,7号炉中央制御室へISLOCA等対応用と役割を兼ねる5個を配備し，残りを6,7号

炉サービス建屋へ配備する。 

 

(2) 一定量の酸素ボンベの配備 

中央制御室及び5号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，予期せず発生する有毒ガスから一定期間防護が可能となる

よう，第5.2.1-2表に示す，必要となる酸素ボンベの数量を確保し，所

定の場所に配備する。 

 

第5.2.1-2表 酸素ボンベの配備 

対象箇所（防護対象者） 要員数 
酸素ボンベ※5 

数量 
配備場所 

中央制御室 

（運転員） 

18人※6 

13人※7 

10人※8 

18本※6 

13本※7 

10本※8 

6,7 号炉 中央

制御室及び

6,7 号炉 サー

ビス建屋※9 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

（運転員以外の運転・初動要員） 
4 人 4 本 

5 号炉 

サービス建屋 

※5：有毒ガス防護に係る影響評価ガイドに基づき，1人当たり酸素呼吸器を6時間使用

するのに必要となる酸素ボンベの数量を設定（別紙13-1参照） 

※6：6号及び7号炉がどちらも運転中の場合 

※7：6号及び7号炉のどちらかが停止中の場合 

※8：6号及び7号炉のどちらも停止中の場合 

※9：6,7号炉中央制御室へISLOCA等対応用と役割を兼ねる5本を配備し，残りを6,7号

炉サービス建屋へ配備する。 

 

 

 

14771



添付資料-２ 

45 

(3) 防護のための実施体制及び手順 

中央制御室及び5号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，予期せず発生する有毒ガス防護に係る実施体制及び手順を，

別紙13-1のとおり整備する。 

    

   (4) バックアップの供給体制の整備 

中央制御室及び5号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，予期せぬ有毒ガスの発生が継続した場合を考慮し，継続的

な対応が可能となるよう，敷地外からの酸素ボンベの供給体制を，別

紙13-2のとおり整備する。 

 

5.2.2 通信連絡設備による伝達 

中央制御室及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の運転・初動要員

に対して，予期せぬ有毒ガスの発生を知らせるための実施体制及び手

順を，別紙 13-1 のとおり整備する。 

有毒ガス発生の情報，異臭の連絡又は複数の体調不良者の同時発生

の情報を得た場合，連絡責任者へ連絡する。 

連絡を受けた連絡責任者は運転員以外の運転・初動要員を召集し，

召集された統括責任者（発電所長又はその代行者）は，有毒ガスによ

る影響が考えられる場合，非常災害対策本部を設置する。 

非常災害対策本部長（発電所長又はその代行者）は，号機統括及び

総務統括に対して防護措置を指示し，号機統括は当直長に対して防護

措置を指示する。 

なお，通信連絡設備は，既存のもの（設置許可基準規則第 35 条，第

62 条）を使用するが，既許可と同じ方法で使用することから，既許可

に影響を及ぼすものではない。 

 

5.2.3 敷地外からの連絡 

敷地外から予期せぬ有毒ガスの発生に係る情報を入手した場合に，

中央制御室の当直長に対して敷地外の予期せぬ有毒ガスの発生を知
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らせるための仕組みについては，5.2.2 の実施体制及び手順と同様で

ある。 

 

6. まとめ 

有毒ガス防護に関する規制改正をうけ，柏崎刈羽原子力発電所における有

毒ガス発生時の影響評価を実施した。 

評価手法は，「有毒ガス防護に係る評価ガイド」を参照し，有毒ガス発生時

の影響評価を実施した。 

評価にあたり，柏崎刈羽原子力発電所内外の有毒化学物質を特定し，防護

判断基準値を設定した。 

敷地内固定源はスクリーニング評価対象物質が無いことを確認した。また

敷地外固定源及び敷地内可動源に対しては，漏えい時の評価を実施し，中央

制御室の外気取入口等の評価地点において，各々の有毒ガス濃度の防護判断

基準値に対する和が，1 を下回る（運転員等の対処能力が損なわれない）こ

とから，設置許可基準規則にて定義される「有毒ガス発生源」はなく，検出

器及び警報装置を設けなくとも，運転員等は，中央制御室等に一定期間とど

まり，支障なく必要な措置をとるための操作を行うことができることを確認

した。 

その他対応として，予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため酸素呼吸器の

配備，着用の手順及び体制を整備し，酸素呼吸器の補給に係るバックアップ

体制を整備することとした。また，有毒ガスの確認時の通信連絡設備の手順

についても整備することとした。 

今後，新たな薬品を使用する場合には，固定源・可動源の特定フロー等を

基に，有毒ガス影響評価ガイドへの適合性を確認し，必要に応じて防護措置

を取ることを発電所の文書に定め，運用管理するものとする。 

以上のことから，有毒ガス防護に係る設置許可基準規則に適合しているこ

とを確認した。有毒ガス防護に係る規則等への適合性を別紙 15 に示す。 
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別紙 13-1 

 
予期せず発生する有毒ガス防護に係る実施体制及び手順 

 
1. 実施体制 
 予期せず発生する有毒ガス防護に係る実施体制を図1に示す。 

 
図 1 実施体制 

  

防災行政無線による

有毒ガス発生情報 
報道等による有毒ガ

ス発生情報入手 
発電所入構者からの異臭・

体調不良者発生情報 

当番者 当番者・運転員・発電所員 当直長・発電所員 

連絡責任者（平日勤務時間：第二運転管理部長，休日・夜間：宿直室号機統括） 

【検知】 

【防護措置の指示】 

【防護措置の実施】 

統括責任者（発電所長又はその代行者） 

非常災害対策本部長（発電所長又はその代行者） 

当直長 運転員以外の運転・初動要員 

運転員 

号機統括 

全入構者 

総務統括 

連絡 連絡 連絡 

運転員以外の運転・初動要員召集 

非常災害対策本部設置 

防護措置の指示 防護措置の指示 

防護措置の指示 酸素呼吸器着用の指示 館内放送による

屋内退避の指示 

酸素呼吸器着用の指示 

全入域者 

ページングによる

屋内退避の指示 

酸素呼吸器着用 

酸素呼吸器着用 
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2. 実施手順 
(1)  当番者は防災行政無線により有毒ガス発生情報を入手したら，連絡責任者

（平日勤務時間は第二運転管理部長，休日・夜間は宿直室号機統括。以下，同

様。）に連絡する。 
(2)  当番者，運転員又は発電所員が報道等により発電所周辺における有毒ガス発

生情報を入手したら，連絡責任者に連絡する。 
(3)  当直長又は発電所員が発電所入構者より，異臭の連絡又は同一エリアでの複

数の体調不良者の発生連絡を受けたら，連絡責任者に連絡する。 
(4)  連絡責任者は，運転員以外の運転・初動要員を召集する。 
(5)  統括責任者（発電所長又はその代行者）は，有毒ガスによる影響が考えられ

る場合は，非常災害対策本部を設置する。 
(6)  非常災害対策本部長（発電所長又はその代行者）は，号機統括及び総務統括

に対して防護措置を指示するとともに，運転員以外の運転・初動要員に対し

て酸素呼吸器着用を指示する。 
(7)  号機統括は，当直長に対して防護措置を指示する。 
(8)  総務統括は，館内放送により全入構者に対して屋内退避を指示する。 
(9)  当直長は運転員に対して，酸素呼吸器着用を指示するとともに，ページング

により全入域者に対して屋内退避を指示する。 
(10) 運転・初動要員は定められた着用手順に従い，酸素呼吸器を着用する。 
(11) 全入構者及び全入域者は屋内退避を行う。 
 

3. 酸素ボンベの必要配備数量 
(1) 防護対象者の人数 

中央制御室及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所における必要要員数から，

防護対象者となる人数を表 1 のとおり設定する。 
 

表 1 防護対象者となる人数 
 中央制御室 

（運転員） 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 
（運転員を除く運転・初動要員） 

人数 
18 人※1 

13 人※2 

10 人※3 

4 人 

※1：6号及び7号炉がどちらも運転中の場合 

※2：6号及び7号炉のどちらかが停止中の場合 

※3：6号及び7号炉のどちらも停止中の場合 
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(2) 酸素ボンベ配備数量 
酸素ボンベの仕様から，1人当たりの必要数量を算定し，全要員に対する配備

数量を表 2のとおり設定する。 
 

表 2 全要員に対する配備数量 
 中央制御室 

（運転員） 
5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 
（運転員を除く運転・初動要員） 

種類 酸素ボンベ 

仕様 公称使用可能時間：360 分/本 

酸素ボンベ 
必要数量 

（1 人当たり） 

①酸素ボンベ 1 本当たりの使用可能時間 
 360 分/本 

②6 時間使用する場合の必要酸素ボンベ数 
 6 時間×60 分÷360 分/本＝1本/人 

酸素ボンベ 
必要数量 
（全要員） 

1 本/人×18 人＝18 本※1 

1 本/人×13 人＝13 本※2 

1 本/人×10 人＝10 本※3 

1 本/人×4人＝4本 

※1：6号及び7号炉がどちらも運転中の場合 

※2：6号及び7号炉のどちらかが停止中の場合 

※3：6号及び7号炉のどちらも停止中の場合 
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別紙 13-2 

バックアップの供給体制について 
 
1. 供給体制 

予期せず発生する有毒ガスに対し，継続的な対応が可能となるよう，発電所敷

地外からの酸素ボンベの供給体制を図 1のとおり整備する。バックアップの供給

イメージを図 2に示す。 
予期せず発生した有毒ガスに係る対応が発生した場合は，高圧ガス事業者にボ

ンベの運搬を依頼する。連絡を受けた高圧ガス事業者は，酸素ボンベを運搬し，

エネルギーホール等の発電所敷地外の受渡し場所にて緊急時対策要員等との受渡

しを行う。緊急時対策要員等は発電所敷地外の受渡し場所から発電所敷地内へ運

搬する。 

 

○ボンベ運搬の依頼

○ボンベの運搬・受渡し
高圧ガス事業者

緊急時対策要員等

初動要員 運転員

＜発電所敷地内外＞　 ＜　　　　　　　　　＞　  ＜中央制御室＞
5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所

担当GM

初動要員

 
 

図 1 発電所敷地外からの酸素ボンベの供給体制 
 

エネルギーホール等

発電所敷地外 発電所敷地内

発電所正門

緊急時
対策要員等

・5号炉原子炉建屋内緊急時
　対策所出入口等
・サービス建屋出入口等

建屋内

・初動要員
・運転員

・5号炉原子炉建屋内
　緊急時対策所
・中央制御室

高圧ガス事業者

高圧ガス
充填所

ボンベ受渡し場所

 

 
図 2 バックアップの供給イメージ 
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柏崎刈羽
原子力発電所

エネルギーホール

高圧ガス事業者

凡例

　　　　　：一般道路（高圧ガス事業者）

　　　　　：高速道路（高圧ガス事業者）

　　　　　：一般道路（東京電力ホールディングス）

 
図 3 発電所敷地外からの供給ルート 

 
2. 予備ボンベ 

発電所に保管する予備ボンベの数量は，高圧ガス事業者に連絡後，発電所まで

何時間で到着できるかによる。 
長岡市から供給する場合，約 1 日分のボンベを発電所内及びその近傍に配備

し，約 12 時間おきに高圧ガス事業者から充填された酸素ボンベを受け取ることで

対応が可能である。 
予備ボンベについては，6号及び 7号炉サービス建屋，及び 5号炉サービス建屋

に転倒防止対策が施されたラックに収納し，転倒防止対策として固縛した酸素呼吸

器とともに配備する。 
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別紙14 

 

発電所構内の要員への影響について 

 

1. 可動源からの漏えいに対する検知 

敷地内可動源の塩酸は，その臭い（刺激臭）のしきい値が 1-5ppm1)であり，

防護判断基準値（50ppm）と比較して十分に低い濃度の段階でパトロール者を

含む所員は塩酸の漏えいを認知し，退避することができる。また，漏えいの発

見者は直ちに当直長へ連絡し，連絡を受けた当直長はページングにより所内周

知することで，所員への影響を防ぐことができる。 

 

2. 重大事故等時に使用するアクセスルートへの影響 

万が一対象薬品が漏えいした際の重大事故等時に使用するアクセスルートへ

の影響について，以下の通り影響がないことを確認した。 

なお，可動源からの漏えいによって，外気取入口での濃度が防護判断基準値

を超えているという評価結果が得ているが，以下の観点から，重大事故等時に

可動源の事故による漏えいは想定し難いことから，重大事故等時のアクセスル

ートへの影響はない。 

 

・SA 事象が生じているときには，可動源である塩酸タンクローリを搬入するこ

とはない。 

・敷地内の塩酸タンクローリの事故により内容物を放出している間に，SA 事象

が発生する確率（SA 事象の発生確率並びに敷地内の塩酸タンクローリの事故

発生確率及びその放出継続時間の積）は，組合せを考慮する判断目安より低

い。 

 

表 1 重大事故等と塩酸タンクローリの事故発生確率 

組合せを考慮する判断

目安 
重大事故等の発生確率 

敷地内の塩酸タンクロ

ーリの事故発生確率 

塩酸タンクローリか

ら漏えいした際の放

出継続時間 

10-8/炉年以上※1 10-4/炉年※2 10-1/年未満※3 10-3年未満※4 

※1：設計基準対象施設の設計のスクリーニング基準である 10-7/炉年に保守性を見込んで設

定。 

※2：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載されている

炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確率として 10-4/炉年とした。 

※3：柏崎刈羽原子力発電所において，運開以降，可動源である塩酸タンクローリが事故に

よる漏えいを生じさせていないことから，その発生確率を 10-1/年未満と設定。 

※4：想定している塩酸タンクローリから漏えいした際の放出継続時間は１時間

（≒1.1×10-4年）以下であることを踏まえ設定。 
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仮に，重大事故等時に可動源からの漏えいが発生した場合においても，重大

事故等時に使用するアクセスルートについては短時間で通過することができ

る。塩酸の防護判断基準値の根拠である IDLH 値は，「人間が 30 分間ばく露さ

れた場合、その物質が生命及び健康に対して危険な影響を即時に与える、又は

避難能力を妨げるばく露レベルの濃度限度値」であることから，短時間通過す

る者への影響はない。 

また，万が一漏えいによる影響の恐れがある場合においても，迂回ルートの

使用又は既許可のセルフエアセットや酸素呼吸器の装備により通行に影響はな

い。 

 

3. 防護具について 

(1) 防護具，配備箇所，配備数量 

発電所構内に配備している，防護具の配備状況を表2に示す。 

 

表2 防護具の配備数について※1 

防護具 中央制御室 
5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所 
構内（参考） 

セルフエアセット 4台 4台 約100台 

酸素呼吸器 5台 － 約20台 

※1：原子炉等規制法第43条の3の6 第1項第3号の技術的能力の審査で適合と認められたも

の。 

 

<参考文献> 

 1）危険物ハンドブック（ギュンター･ホンメル編，1991） 
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有毒ガス発生時に活動を行う要員について 

 

保安規定条文内にて定めている有毒ガス発生時において活動を行う要員について，以下の表１にまとめる。また，防護対象者の定義と教育訓練の対象者について図１にまとめる。 

 

表１ 有毒ガス発生時において活動を行う要員 

保安規定条文 番号 内容 対象となる要員 要員定義の考え方 

第１７条の５ 

 

- - 

技術計画ＧＭは，発電所敷地内において有毒ガスを確認した場合（以

下「有毒ガス発生時」という。）における有毒ガス発生時における原子炉

施設の保全のための運転員及び緊急時対策要員（以下「運転・対処要員」

という。）の防護のための活動を行う体制の整備として，次の事項を含む

計画を定め，安全総括部長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添

付２に示す「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒ガ

ス対応に係る実施基準」に従って実施する。 

有毒ガス発生時における原子炉施設の

保全のための運転員及び緊急時対策要

員（以下「運転・対処要員」という。） 

以下の項目に係るすべての要員のため運転・対処要員と

する。 

- (1) 
有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動を行うため

に必要な要員の配置に関すること 
運転・対処要員 

・要員の配置について 

防護のための活動は全ての要員に係るため，運転・対処

要員とする。 

- (2) 
有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動を行う要員

に対する教育及び訓練の実施に関すること 
運転・対処要員 

・教育訓練の実施について 

(1)で定めた要員に対する教育を実施ため，運転・対処要員

とする。 

- (3) 
有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動を行うため

に必要な資機材の配備に関すること 
運転・対処要員 

・資機材の配備 

予期せぬ有毒ガス対応として配備する防護具（オキシゼ

ム）は，運転初動要員用に加え，予期せぬ有毒ガス発生が

長時間継続した場合のバックアップ要員分も配備するた

め，運転・対処要員としている。 

2 - 
各ＧＭは，前項の計画に基づき，有毒ガス発生時における運転・対処要

員の防護のための活動を実施する。 
運転・対処要員 

・有毒ガス発生時の防護のための活動 

第１項の項目に係るすべての要員のため運転・対処要員

とする。 

第１７条の７ 4 (5) 発生する有毒ガスからの有毒ガスに対処する要員の防護に関すること 運転・対処要員 
・要員の防護について 

第１７条の５の第２項と同じ。 

添付２ 

７ 有毒ガス - 

技術計画ＧＭは，有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のため

の活動を行う体制の整備として，次の７．１項から７．４項を含む計画を策

定し，安全総括部長の承認を得る。また，各ＧＭは，計画に基づき，運転・

対処要員の防護のための活動を行うために必要な体制及び手順の整備

を実施する。 

運転・対処要員 
以下の項目に係るすべての要員のため運転・対処要員と

する。 

7.2 教育訓練の実施 (1) 
全所員に対して，有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のため

の活動に係る教育訓練を実施する。 
運転・対処要員 

・教育訓練の実施第１７条の５の第１項（２）と同じ。 

なお，教育訓練の対象者は，運転・対処要員の防護のた

めの活動を行う要員（全所員）を対象とする。 

7.2 教育訓練の実施 (2) 

有毒ガス発生時における原子炉施設の保全のための運転員及び緊急時

対策要員のうち初動対応を行う要員に対して，有毒ガス発生時における

防護具の着用のための教育訓練を実施する。 

運転員及び緊急時対策要員のうち初動

対応を行う要員 

・教育訓練の実施 

防護具（オキシゼム）の着用を行う運転員及び緊急時対策

要員のうち初動対応を行う要員としている。（運転・初動要

員にはバックアップ要員を含んでいる） 

7.3 資機材の配備 - 
各ＧＭは，有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動

を行うために必要な資機材を配備する。 
運転・対処要員 

・資機材の配備 

第１７条の５の第１項（３）と同じ。 

7.4 手順書の整備 (1) 

技術計画ＧＭは，有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のため

の活動を行うために必要な体制の整備として，以下の活動を実施するこ

とをマニュアルに定める。 

運転・対処要員 
・手順書の整備 

第１７条の５の第２項と同じ。 
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保安規定条文 番号 内容 対象となる要員 要員定義の考え方 

7.4 手順書の整備 (1) ア (ア) 

各ＧＭは，発電所敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガス

を発生させるおそれのある有毒化学物質（以下，「固定源」という。）及び

発電所敷地内において輸送手段の輸送容器に保管されている有毒ガス

を発生させるおそれのある有毒化学物質（以下，「可動源」という。）に対

して，（イ）項及び（ウ）項の実施により，運転・対処要員の吸気中の有毒

ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。 

運転・対処要員 
・有毒ガス発生時の防護のための活動 

第１７条の５の第２項と同じ。 

7.4 手順書の整備 (1) ア (ウ) 

各ＧＭは可動源の輸送ルートについて，運転員及び緊急時対策所内で

指示を行う要員の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が有毒ガス防護の

ための判断基準値を下回るよう運用管理を実施する。 

運転員及び緊急時対策所内で指示を行う

要員 

・手順書の整備 

可動源に対しては，緊急時対策所内で指示を行う要員も防

護対象となるため，運転員及び緊急時対策所内で指示を

行う要員としている。 

添付３ 

1.3 (1) ク 

技術計画ＧＭは，発電所敷地内外の固定源に対して，有毒化学物質の確

認の実施により，運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防

護のための判断基準値を下回るようにする手順と体制を定める 

運転・対処要員 
・体制の整備 

第１７条の５と同じ。 

1.3 (1) ケ 

技術計画ＧＭは，予期せぬ有毒ガスの発生においても，運転・対処要員

に対して配備した防護具を着用すること及び防護具のバックアップ体制を

整備することにより，事故対策に必要な各種の指示，操作を行うことがで

きるよう手順と体制を定める。 

運転・対処要員 
・手順書の整備 

第１７条の５の第１項（３）と同じ。 
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図１ 防護対象者の定義と教育訓練の対象者 

全所員

運転・対処要員（運転員＋緊急時対策要員）

運転員及び緊急時対策所内で指示を行う要員

運転員及び緊急時対策要員のうち初動対応を行う要員

　

有毒ガス発生時の
初動対応要員（本
部長、号機統括、
総務統括、通報
班）

緊急時対策所内
で指示を行う要員
（左記以外の本部
内要員）

運転員
本部長、号機統

括、総務統括、通
報班

添付２　７．２　（１）有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護のための活動に係る教育訓練　の対象

中央制御室におけ
る初動対応要員

（運転員）
その他所員

現場要員

添付２　７．２　 （２）有毒ガス発生時における防護具着用のための教育訓練　の対象

予期せぬ有毒ガスが長期化した際に
交替するバックアップ要員

緊 急 時 対 策 要 員

本 部 内 要 員
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